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■変更履歴 
項

番 
版数 変更日 

変更

者 
対象 内 容 備 考 

1 2.00 2010.10.29 新居 ・市町村の

構成等 

3.市町村の構成の修正 

8.ファイル連携レイアウト修正 

9.連携項目修正 

 

2 2.01 2010.11.02 新居 ･全体 全体的な文言修正  

3 2.02 2010.11.10 新居 ･全体 補正機能の追加，問題修正等  

4 2.03 2010.11.11 新居 ･全体 全体的な文言修正 

フォルダ名変更（法務省通知取得フォルダ

を法務省通知フォルダ（オンライン用）に

変更） 

 

5 2.04 2010.11.16 新居 ＜参考資

料１＞ 

回線容量見積りの試算データの修正  

6 2.05 2010.11.18 新居 ･全体 全体的な文言修正（Ｆ／ＷをＦＷへ統一

等） 

 

7 2.06 2010.12.13 新居 ･全体 ファイル連携レイアウトの見直し  

8 2.07 2010.12.17 新居 ･全体 既存住基システム側による特別永住者証

明書の交付年月日のオンライン連携に係

る追記等 

 

 

※実務研究会（第１１回）以降の修正箇所については次ページ以降を参照。 
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■実務研究会（第１１回）以降の変更箇所 

項番 研究会 項目 変更箇所 変更ページ 内容 

1 
第１１回 異動事由コードの

追加 

8.7.6 8-9 ３桁の「数字」→「アルファベッ

ト」に修正 

2 9 全体 9-1～9-10 異動事由コードを追加 

3 

ＩＣチップ読取情

報ファイルレイア

ウト 

8.7.9 8-10 ＩＣチップ読取情報ファイルレ

イアウトのページを追加 

4 

第１２回 住居地届出補正機

能関連 

3.1.3 3-17 異動事由コードの記載について

「０００」→「０００」から「０

０６」までのいずれかに修正 

5 

4.1.6 4-6～4-9 異動事由コードの記載について

「０００」→「０００」から「０

０６」までのいずれかに修正 

6 

4.2.9 4-27～4-30 異動事由コードの記載について

「０００」→「０００」から「０

０６」までのいずれかに修正 

7 
8.7.2 8-8 法務省通知について，詳細情報

（参照先）を記載 

8 

異動事由コードの記載について

「０００」→「０００」から「０

０６」までのいずれかに修正 

9 

9.2 9-6～9-10 異動事由コード（住居地を管理し

ない場合はこちらを使用）の欄を

追加 

10 
文字コードの変換

方式 

7.3 7-2～7-6 文字コード変換方式のページを

追加 

11 

特別永住者証明書

交付年月日入力機

能関連 

3.1.3 3-15～3-16 特別永住者証明書交付年月日を

管理する場合のオンライン連携

について，内容を修正 

12 4.1.10 4-12 ④の内容を修正 

13 

4.2.13 4-34～4-35 特別永住者証明書交付年月日を

管理する場合のオンライン連携

について，内容を修正（※の部分） 

14 

連携ファイルレイ

アウト関連（氏名部

分） 

8.2 8-2～8-4 氏名（漢字）について，補足説明

（注２）を追加 

15 
国籍等コード 8.7.6 8-9 別添資料として国籍等コード表

を追加 

16 
第１３回 システム構成 2.1 2-1～2-3 使用プロトコルについての内容

を追加 
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17 2.5.1 2-10 メール機能の内容を修正 

18 
2.5.2 2-10 ＮＴＰ，ＨＴＴＰＳ（ＨＴＴＰ）

の内容修正 

19 
2.6 2-11～2-12 情報連携端末の接続構成のペー

ジを追加 

20 市町村側の構成 3.1.1 3-1 文言修正 

21 3.1.3 3-11，3-14 外部記憶媒体に関する文言修正 

22 3.1.3 3-19 メールに関する文言修正 

23 連携方式 4.1.9 4-11 エラー情報表示の内容を修正 

24 
4.1.9 4-12 市町村連携サーバーエラーに関

するページを追加 

25 
文字コードの扱い 7.1 7-1 氏名漢字に関する現時点の字数

を修正 

26 
7.2 7-1 文字コード変換に関する補足説

明（※３）の内容を修正。 

27 
7.3.2 7-2 市町村固有外字に関する補足説

明（※２）の内容を修正 

28 連携ファイルレイ

アウト 

8.2 8-2 説明追加 

29 
8.3 8-4 説明追加及び住所・住居地に関す

る補足説明（※３）を追加 

30 

8.6 8-6 ＬＡＳＤＥＣコードに関する説

明及び市町村エラーファイルに

関する説明を追加 

31 
8.7.2 8-8 別添資料１の異動事由コードの

参照先に関する記載内容を修正 

32 8.7.3 8-8 カタカナの文言を追記 

33 
8.7.6 8-9 別添資料２の国籍等コード表の

参照先に関する記載内容を修正 

34 

8.7.7 8-9 別添資料３の在留資格期間コー

ド表の追加及び別添資料２の参

照先に関する記載内容を修正 

35 
8.7.9 8-10 国籍等コードについて「数値項

目」→「文字項目」に修正 

36 連携パターン別連

携項目 

9 全体 9-1～9-10 全体的に修正 

37 9.2 9-6～9-10 事由コードをまとめた 

38 
9.2 9-11 市町村通知に関する補足説明ペ

ージを追加 

 

■異動事由コードのまとめについて（項番３４） 

複数の市町村や既存住基ベンダから異動事由コードをまとめる旨の要望があった。 
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- 1 - 

平成２３年６月２８日 

 

（追加補足） 

 

 本連携インターフェース仕様中，「国籍等」とあるのは，すべて

「国籍・地域」と読み替えるものとする。 
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１．はじめに 
 

１．１．はじめに 

  本連携Ｉ／Ｆ仕様書は，「出入国管理業務の業務・システム最適化に係る在留カード等発行システ

ムの設計・開発等」における法務省と市町村とのデータ連携（通知）に関する仕様を記載するもので

ある。 

 

  法務省と市町村との連携（通知）には，「法務省通知」と「市町村通知」の連携（通知）がある。 

 

  住居地情報等又は外国人住民の住民票の記載，削除もしくは記載の修正情報を市町村から法務省

へ連携（通知）するもの。 

 

  本連携により届出義務の軽減を図り，情報の正確性の確保を実現するものとする。 
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１．２．本連携Ｉ／Ｆ仕様書における用語の定義 

 ・在留カード等 

   在留カード及び特別永住者証明書 

 

 ・法務省通知 

   改正住基法第３０条の５０に係る法務省から市町村への通知。 

   外国人住民の氏名，生年月日，性別，国籍等の変更届出または在留資格の変更や在留期間の更

新等の情報を，法務省より市町村へ連携（通知）するもの。市町村では，当該通知を住基法第８

条に基づき，外国人住民の住民票に反映させる。 

 

 ・市町村通知 

   改正入管法第６１条の８の２，同法第１９条の７～９又は改正入管特例法第１０条等に係る市

町村から法務省への通知。 

   住居地情報等又は外国人住民の住民票の記載，削除もしくは記載の修正情報を市町村から法務

省へ連携（通知）するもの。 

 

 ・法務省通知フォルダ，市町村通知フォルダ 

   情報連携端末の所定の場所に設定されるフォルダ。法務省通知ファイル，市町村通知ファイル

は，同フォルダに格納される。なお，フォルダの詳細については，「８．６．１．6)フォルダ構成

について」を参照。 

 

 ・総務省「実務研究会」 

   総務省「外国人に係る住民基本台帳制度への移行等に関する実務研究会」。 

   （ＵＲＬ：http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/kenkyu/daityo_ikou/index.html） 

 

 ※各システムの名称と定義については，「２．２．システム構成の説明」を参照。 
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２．システム構成 

２．１．システム構成図 

以下に市町村連携Ｉ／Ｆ部分のシステム構成図を示す。 

システム構成については各市町村庁内ＬＡＮへの接続形態に応じ以下の３つのパターン（注）が

想定され，市町村ネットワーク側のシステム構成，運用方法については，各市町村（システム管

理者）による検討，調整が必要となる。なお，本連携Ｉ／Ｆ仕様書において，「情報系庁内ＬＡ

Ｎ」とは，主に庁内に敷設されているＬＡＮのうち，一般に，インターネットへのアクセス，メ

ール等の利用，イントラネットとして全庁的な情報共有などのために用いられるネットワークの

ことを指す。「業務系庁内ＬＡＮ」とは，主に庁内に敷設されているＬＡＮのうち，一般に，住

民基本台帳業務等に使用されている庁内ＬＡＮを指す。 

（注）総務省「実務研究会」第８回（資料２）による。 

①ＬＧＷＡＮが市町村の情報系庁内ＬＡＮと接続している場合（パターン１） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

次世代外国人出入国情報システム及び統合データベース 

市町村ネットワーク 

情報連携端末 

IC ｶｰﾄﾞ取扱端末 
ｶｰﾄﾞﾘｰﾀﾞ/ﾗｲﾀ 

 

既存住基端末 

 

LGWAN-ASP 接続設備 

市町村連携サーバ 

LGWAN 住基ネット 

業務系庁内 LAN 

支所，出張所 

既存住基端末 

 

情
報
系
庁
内
Ｌ
Ａ
Ｎ 

既存住

基ＤＢ 

ＦＷ 

ＦＷ／ＣＳ／ＦＷ ＦＷ 

市町村連携 

運用管理サーバ 

本庁舎等に１

台設置するこ

とを想定。 

（詳細は２．

２．，２．４．

及び３．以降を

参照） 

外国人住民に係る転入

届等を受け付ける住民

行政窓口（支所，出張

所等を含む。）に設置

することを想定。 

（詳細は２．２．及び

３．以降を参照） 

連携 

 
【使用プロトコル】 
・ＨＴＴＰ（８０） 
・ＨＴＴＰＳ（４４３） 
・ウイルスソフトアップデート（８０，

４４３） 
・ＴＭＣＭ管理（８０，４４３） 
・ＯＳパッチ（８０，４４３） 
・メール（８０，４４３） 
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②LGWAN が市町村の業務系庁内 LAN と接続している場合（パターン２） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

次世代外国人出入国情報システム及び統合データベース 

市町村ネットワーク 

 

既存住基端末 

 

LGWAN-ASP 接続設備 

LGWAN 住基ネット 

業務系庁内 LAN 

（情報系も含む） 

支所，出張所 

既存住基端末 

情報連携端末 

IC ｶｰﾄﾞ取扱端末 ｶｰﾄﾞﾘｰﾀﾞ/ﾗｲﾀ 

ＦＷ 

連携 

ＦＷ ＦＷ／ＣＳ／ＦＷ 

市町村連携サーバ 

市町村連携 

運用管理サーバ 

本庁舎等に１

台設置するこ

とを想定。 

（詳細は２．

２．，２．４．

及び３．以降を

参照） 

外国人住民に係る

転入届等を受け付

ける住民行政窓口

（支所，出張所等を

含む。）に設置する

ことを想定。 

（詳細は２．２．及

び３．以降を参照） 

 
【使用プロトコル】 
・ＨＴＴＰ（８０） 
・ＨＴＴＰＳ（４４３） 
・ウイルスソフトアップデート（８０，

４４３） 
・ＴＭＣＭ管理（８０，４４３） 
・ＯＳパッチ（８０，４４３） 
・メール（８０，４４３） 
 

既存住

基ＤＢ 
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③ＬＧＷＡＮが市町村の庁内ＬＡＮと接続していない場合（パターン３） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

支所，出張所 

 

次世代外国人出入国情報システム及び統合データベース 

 

既存住基端末 

 

LGWAN-ASP 接続設備 

LGWAN 住基ネット 

市町村ネットワーク 

 

既存住基端末 

業務系庁内 LAN 

 

情
報
系
庁
内
Ｌ
Ａ
Ｎ 

情報連携端末 

IC ｶｰﾄﾞ取扱端末 
ｶｰﾄﾞﾘｰﾀﾞ/ﾗｲﾀ 

ＦＷ 

既存住

基ＤＢ 連携 

ＦＷ／ＣＳ／ＦＷ 

業務系庁内 LAN 

ＦＷ 

市町村連携サーバ 

市町村連携 

運用管理サーバ 

本庁舎等に１

台設置するこ

とを想定。 

（詳細は２．

２．，２．４．

及び３．以降を

参照） 

外国人住民に係る

転入届等を受け付

ける住民行政窓口

（支所，出張所等を

含む。）に設置する

ことを想定。 

（詳細は２．２．及

び３．以降を参照） 

 
【使用プロトコル】 
・ＨＴＴＰ（８０） 
・ＨＴＴＰＳ（４４３） 
・ウイルスソフトアップデート（８０，

４４３） 
・ＴＭＣＭ管理（８０，４４３） 
・ＯＳパッチ（８０，４４３） 
・メール（８０，４４３） 
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２．２．システム構成の説明  

以下にシステム構成図の各装置の内容について記述する。 

【市町村連携Ｉ／Ｆ部】 

 在留カード等発行システムにおける市町村連携部分の構成 

  で囲んだ部分が市町村連携部分のシステム構成 

【各装置】 

・市町村連携サーバ 

在留カード等発行システムと市町村とのデータ連携を行うためのサーバであり，法務省で調

達を行い，法務省で運用／管理を行う。 

市町村連携サーバに係るＤＢには，法務省で在留資格変更許可等の処理を行う度毎に随時情

報が蓄積されることから，後述の「最新法務省通知取得機能」（３－６ページを参照）により，

最新の法務省通知を取得することも可能となる。 

 

・市町村連携運用管理サーバ 

  メールの運用を当サーバにて行う。またウィルスパターン，ＯＳアップデートの情報を  

当サーバに配置しておき，情報連携端末又はＩＣカード取扱端末はダウンロードを行う。 

 

・ＬＧＷＡＮ 

 総合行政ネットワーク 

 法務省側接続部分の回線帯域等について，法務省で整備，運用／管理を行う。     

 

・ＬＧＷＡＮ－ＡＳＰ接続設備 

  総合行政ネットワークにおけるＡＳＰ提供用設備 

  ＬＧＷＡＮ－ＡＳＰ接続設備は，無停電電源装置（ＵＰＳ），ファイアウォール（ＦＷ），Ｌ

ＧＷＡＮ接続用ルータで構成され，法務省側接続部分は法務省で調達，運用／管理を行う。 

 

・情報連携端末 

  在留カード等発行システムと連携するために市町村に提供される情報連携端末であり，法務

省で調達，初期設定，管理を行い，市町村で運用を行うことを想定（３．１．４．を参照）。 

各市町村の管理する既存住基ＤＢとの連携（２．４．を参照）を行うことから，既存住基Ｄ

Ｂが設置されている本庁舎等に１台設置することを想定している。 

また，各市町村の庁内ＬＡＮを介してＬＧＷＡＮと物理的に接続される（３．１．１．を参

照）。 

さらに，運用で発生する想定外の補正連絡，運用通知，システムメンテナンス情報などのメ

ール送受信を本端末にて行う（メールは市町村側で，１日１回程度確認する運用が想定される）。 
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・ＩＣカード取扱端末 

在留カード等の住居地情報の変更手続による，在留カード等の書込み，読出し，読取りを  

行うために市町村に提供されるＩＣカード取扱端末であり，法務省で調達，初期設定，管理を

行い，市町村で運用を行うことを想定（３．２．４．を参照）。 

なお，在留カード等の読出し，読取り機能について，条件つきで既存の住基システム端末等

でのインストールを可能とする（３．２．３．を参照）。 

また，ＩＣカード取扱端末は，情報連携端末と異なり，各市町村の住民行政窓口（支所，出

張所を含む。）に配布することを想定している。基本的には情報連携端末とは別配布となる予

定であるが，市町村側の希望があれば１台の端末で情報連携端末及びＩＣ取扱端末両方の機能

を兼ねることも可能とする。 

 

・カードリーダ／ライタ（Ｒ／Ｗ） 

上記ＩＣカード取扱端末により制御される在留カード等のリーダ／ライタであり，法務省で

調達，初期設定，管理を行い，市町村で運用を行う。 

 

・既存住基端末 

各市町村の既存住基システムにアクセスする端末であり，市町村で既に設置／運用管理され

ている。 

 

・ 既存住基ＤＢ 

各市町村の既存住基システムのデータベース。多くの市町村ではＤＢサーバとして１箇所で

集中管理している。
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２．３． 本連携Ｉ／Ｆ仕様書の定義範囲 

以下に本連携Ｉ／Ｆ仕様書の定義範囲について記述する。 

※ パターン１（２．１．①）のシステム構成を使用して記述するが，パターン２，３（２．

１．②及び③）のシステム構成についても同様の定義とする。 

連携が必要となる部分を吹き出しで表記する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

次世代外国人出入国情報システム及び統合データベース 

市町村ネットワーク 

情報連携端末 

IC ｶｰﾄﾞ取扱端末 

 

ｶｰﾄﾞﾘｰﾀﾞ/ﾗｲﾀ 

 

既存住基端末 

LGWAN-ASP 接続設備 

LGWAN 住基ネット 

業務系庁内 LAN 

支所，出張所 

既存住基端末 

 

情
報
系
庁
内
Ｌ
Ａ
Ｎ 

既存住

基 DB 

ＦＷ 

ＦＷ／ＣＳ／ＦＷ ＦＷ 

連携① 連携② 

連携③ 

連携④ 

※下記参照 

※連携④については一部本連携Ｉ／Ｆ仕様書で定義する（２－８ページを参照） 

本連携Ｉ／Ｆ仕

様書の定義範囲 

（青色枠内） 

市町村連携サーバ 

市町村連携 

運用管理サーバ 

連携 

連携⑤ 
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以下に本連携Ｉ／Ｆ仕様書の定義範囲の詳細について記述する。 

【本連携Ｉ／Ｆ仕様書の定義範囲】 

 ・連携①：次世代外国人出入国情報システム及び統合データベース， 

市町村連携サーバとの連携 

→ 統合データベースから，法務省通知ファイルの作成に必要なデータを収集して同ファイ

ルを作成し，市町村毎に分割を行う。 

市町村から送信された市町村通知ファイルを統合データベースに登録する。 

 

・連携②：市町村連携サーバ，ＬＧＷＡＮの連携 

→ ＬＧＷＡＮ－ＡＳＰ接続設備を介して法務省通知ファイルを市町村の情報連携端末に

送信する。 

  市町村の情報連携欄末から送信された市町村通知ファイルをＬＧＷＡＮ－ＡＳＰ接続

設備を介して受信する。 

 

・連携③：市町村連携サーバ，情報連携端末との連携 

→ 市町村連携サーバから受信した法務省通知ファイルを，情報連携端末の法務省通知フォ

ルダに出力する。 

  情報連携端末の市町村通知フォルダに置かれた市町村通知ファイルを，市町村連携サー

バに送信する。 
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 ・連携④：情報連携端末，既存住基ＤＢとの連携 

  →本連携Ｉ／Ｆ仕様書の定義範囲 

    情報連携端末の法務省通知フォルダに保存されている法務省通知ファイルを既存住基

ＤＢ側で取得する。 

    また，既存住基ＤＢ等を介して作成された市町村通知ファイルを情報連携端末の市町村

通知フォルダに置く。 

    なお，情報連携端末での法務省通知ファイルの取得方法は市町村の実状に応じて法務省   

通知ファイルの取得方法を市町村の判断で選択できる。 

    取得方法の詳細は「２．４．情報連携端末との連携方式」，法務省及び市町村通知ファ

イルのレイアウトは「８．連携ファイルレイアウト」，情報連携端末の機能の詳細は「３．

１．情報連携端末について」にそれぞれ記述する。 

 

  →本連携Ｉ／Ｆ仕様書の定義範囲外 

    情報連携端末から取得した法務省通知ファイルを既存住基システムのＤＢに連携を行

う上で，必要となるＦＷ・外部記憶媒体等のハードウェアの調達，それらの設定作業，ネ

ットワーク及び既存住基システムの改修の要否等については，本連携Ｉ／Ｆ仕様書の定義

内容を踏まえて，各市町村の実状に応じ各市町村の判断により検討・決定される必要があ

る。 

   

 ・連携⑤：ＩＣカード取扱端末との連携 

  → 市町村の窓口におけるＩＣカードの取扱業務を行い，各業務については以下の業務

が想定される。 

    ・ＩＣチップ書込み機能 

ＩＣチップへの住居地情報の書き込み 

    ・ＩＣチップ読出し機能 

ＩＣチップの読み出しによる偽変造確認のための情報確認 

    ・ＩＣチップ読取り機能 

ＩＣチップの読み取りによる住民票作成支援のための情報活用 

    なお，ＩＣカード取扱端末の機能の詳細は「３．２．ＩＣカード取扱端末について」

に記述する。 
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２．４． 情報連携端末との連携方式 

以下に情報連携端末との連携方式について記述する。次の３つの連携方法が想定される。（注） 

（注）総務省「実務研究会」第９回（資料３）による。 

(1) 連携方法１：オンライン連携 

 

 

 

 

 

 

 

※オンライン連携は，ＦＴＰ（ファイル転送）による受け渡しを想定する（３．１．３を

参照）。 

 

(2) 連携方法２：外部記憶媒体（ＵＳＢメモリ等）連携 

 

 

 

 

 

 

 

 ※法務省通知フォルダに蓄積された法務省通知ファイルを外部記憶媒体（ＵＳＢメモリ 

等）に出力し，外部記憶媒体（ＵＳＢメモリ等）に蓄積された市町村通知ファイルを 

市町村通知フォルダに入力する。 

これらの機能は，法務省から提供されるものとする（３．１．３．を参照）。 

 

(3)連携方法３：プリントアウト・手入力 

 

 

 

 

 

 

 

 

※法務省通知フォルダに蓄積された法務省通知ファイルをＰＤＦ出力する機能及び市町

村通知用の手入力機能は法務省から提供されるものとする（３．１．３．を参照）。 

情報連携端末 

既存住

基 DB 

法務省通知ﾌｫﾙﾀﾞ 

市町村通知ﾌｫﾙﾀﾞ 

ファイル取得 

ファイル送付 

情報連携端末 

法務省通知ﾌｫﾙﾀﾞ 

市町村通知ﾌｫﾙﾀﾞ 

外部記憶媒

体 

情報連携端末 

法務省通知ﾌｫﾙﾀﾞ 

市町村通知ﾌｫﾙﾀﾞ 

ＰＤＦ出力 

画面からの手入力 

プリントアウト 

既存住

基 DB 

法務省通知

ファイル 

市町村通知

ファイル 

法務省通知

ファイル 

市町村通知

ファイル 

法務省通知

ファイル 

市町村通知

ファイル 
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２．５．プロトコル 
２．５．１． データ連携内容 

 市町村連携Ｉ／Ｆでは以下のネットワーク，データ連携を行う。 

① 法務省，市町村間のドメイン名によるネットワーク接続 

② 時刻補正 

③ 在留カード等発行システムに関するデータ連携 

④ 在留カード等発行システム関連でのメール機能（ＷＥＢメール） 

③の市町村連携で発生するデータ連携について以下に記述する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.2.1 市町村連携Ｉ/Ｆ部 データ連携の流れ 

 

 データ連携についてはＨＴＴＰＳ又はＨＴＴＰプロトコル等を使用して行う。 

 

２．５．２． 使用プロトコル 

データ連携内容を実現するために，以下の通信プロトコルを使用する。 

・ＤＮＳ 

 情報連携端末から市町村連携サーバへアクセスする際のドメイン名の解決に使用する。 

・ＮＴＰ 

 情報連携端末の時刻同期に使用する。 

・ＨＴＴＰＳ（ＨＴＴＰ） 

法務省通知時のデータダウンロード及び市町村通知時のデータアップロードに使用する。 

また，アプリケーションバージョンアップ，ウイルスソフトアップデート及びＯＳパッチ時

の情報連携端末へのファイルダウンロード，市町村連携運用管理サーバと情報連携端末・Ｉ

Ｃカード取扱端末間でのメールのやり取りのために使用する。 

・ＦＴＰ 

  情報連携端末と既存住基ＤＢとの法務省通知・市町村通知等のオンライン連携に使用す

る。 

 

 

＜市町村ネットワーク・・＞ 

＜市町村ネットワークＢ＞ 

＜市町村ネットワークＡ＞ 

情報連携端末 ＦＷ 

法務省通知（身分事項・在留資格等に関する情報） 

市町村通知（住居地の通知・住民票記載に関する情報） 

ＤＮＳ ＮＴＰ 

＜法務省ネットワーク＞ 

LGWAN-ASP 接続設備 

市町村連携サーバ 

ＦＷ 

ＤＮＳ ＮＴＰ 

ルータ ＵＰＳ 

  ＬＧＷＡＮ 
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２．６．補足（情報連携端末の接続構成） 
２．６．１． 基本接続構成 

 以下に基本的な接続構成図とＦＷ（法務省配布）の設定内容（例）を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市町村連携 

サーバ 

市町村連携 

運用管理 

サーバ 

  ＬＧＷＡＮ 

Ｌ
Ｇ
Ｗ
Ａ
Ｎ
接
続
設
備
―
１ 

Ｌ
Ｇ
Ｗ
Ａ
Ｎ
接
続
設
備
―
２ 

 

既存住基 

システム 

 

市町村 

ＦＷ 

庁内ＬＡＮ 

 

 

市町村 

ＦＷ 

 

情報連携端末 

ＦＷ 

 

情報連携端末 

法務省設備 市町村設備 

法務省設備 

市町村よりＩＰ情報・ＧＷ
情報を提供 

市町村よりＩＰ情報を 
提供 

法務省側で全市町村向 
けに共通ＩＰを付与 

【アクセス制御】 

◆ＦＴＰ（２０，２１）：既存住基システムとのオンライン連携の場合に使用（既存住基

システム⇔情報連携端末） 

◆ＨＴＴＰＳ（４４３）：法務省通知，市町村通知等（市町村連携サーバ⇔情報連携端末） 

◆ＨＴＴＰＳ（４４３）：アプリケーションバージョンアップ，ウイルスソフトアップデ

ート，ＯＳパッチ，Ｗｅｂメール（市町村連携運用管理サーバ⇔情報連携端末） 

◆ＨＴＴＰ（８０）：アプリケーションバージョンアップ，ウイルスソフトアップデート，

ＯＳパッチ，Ｗｅｂメール（市町村連携運用管理サーバ⇔情報連携端末） 

◆ＤＮＳ（５３）：名前解決（ＬＧＷＡＮ接続設備－２⇔情報連携端末） 

◆ＮＴＰ（１２３）：時刻同期（ＬＧＷＡＮ接続設備－２⇔情報連携端末） 
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２．６．２． 庁内ＬＡＮを経由した接続構成 

 以下に庁内ＬＡＮを経由した場合の接続構成図とＦＷ（法務省配布）の設定内容（例）を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市町村連携 

サーバ 

市町村連携 

運用管理 

サーバ 

  ＬＧＷＡＮ 

Ｌ
Ｇ
Ｗ
Ａ
Ｎ
接
続
設
備
―
１ 

Ｌ
Ｇ
Ｗ
Ａ
Ｎ
接
続
設
備
―
２ 

 

既存住基 

システム 

 

市町村 

ＦＷ 

 

市町村 

ＦＷ 

 

情報連携端末 

ＦＷ 

 

情報連携端末 

法務省設備 

市町村よりＩＰ情報・ＧＷ

情報を提供 

既存住基システムから 
アクセスするＩＰ情報 
を提供 

市町村にてＩＰを付与 
もしくは 

法務省側で市町村向け 
に共通ＩＰを付与 

法務省設備 市町村設備 

【アクセス制御】 

◆ＦＴＰ（２０，２１）：既存住基システムとのオンライン連携の場合に使用（既存住基

システム⇔情報連携端末） 

◆ＨＴＴＰＳ（４４３）：法務省通知，市町村通知等（市町村連携サーバ⇔情報連携端末） 

◆ＨＴＴＰＳ（４４３）：アプリケーションバージョンアップ，ウイルスソフトアップデ

ート，ＯＳパッチ，Ｗｅｂメール（市町村連携運用管理サーバ⇔情報連携端末） 

◆ＨＴＴＰ（８０）：アプリケーションバージョンアップ，ウイルスソフトアップデート，

ＯＳパッチ，Ｗｅｂメール（市町村連携運用管理サーバ⇔情報連携端末） 

◆ＤＮＳ（５３）：名前解決（ＬＧＷＡＮ接続設備－２⇔情報連携端末もしくは区市町村

ＤＮＳ⇔情報連携端末） 

◆ＮＴＰ（１２３）：時刻同期（ＬＧＷＡＮ接続設備－２⇔情報連携端末もしくは区市町

村ＮＴＰ⇔情報連携端末） 

庁内ＬＡＮ 

 

 

市町村 

ＦＷ 

 

市町村 

ＮＴＰ 

 

市町村 

ＤＮＳ 



Copyright © 2010-2012 Panasonic System Solutions Japan Co., Ltd. 

 
3-1 

３．市町村側の構成 

市町村連携を整備するにあたり，法務省より各市町村に対して，法務省通知，市町村通知等の連携

を制御する情報連携端末，ＩＣカード情報の書込み，読出し及び読取りを行うＩＣカード取扱端末並

びにＩＣカードＲ／Ｗを配布することを想定している。また，情報連携端末及びＩＣカード取扱端末

のセキュリティを確保するためのＦＷを配布することを想定している。 

 

情報連携端末とＩＣカード取扱端末は，原則として別機器として配布するが，同一の場所に設置が

可能等の理由により，１台の端末に両端末の機能をまとめて持たせることを市町村が希望する場合は，

別途，個別に検討するものとする。 

 

なお，情報連携端末については，ＬＧＷＡＮに接続することで動作するものとし，ＩＣカード取扱

端末は，ＬＧＷＡＮに接続もしくはスタンドアローン（一部機能を除く）で動作するものとする。 

情報連携端末及びＩＣカード取扱端末を市町村に設置するにあたっては，各市町村のネットワーク

接続ポリシーに準拠する必要があることから，必要となるＬＧＷＡＮや庁内ＬＡＮとの接続における

設定やネットワーク配線，市町村の運用環境に応じた設置場所や電源の確保は，各市町村の実状に応

じ，各市町村の判断により検討・決定される必要がある。 

また，ＦＷについては，市町村接続環境に応じて，市町村のセキュリティポリシーに準拠したセキ

ュリティ設定を市町村側で実施する必要があるが，設定の際には，法務省より提示する法務省側のセ

キュリティ設定も併せて考慮する必要がある。 

 

３．１．情報連携端末について 

３．１．１．情報連携端末で取り扱うデータ 

   情報連携端末は，主として以下の機能を有する端末である。 

    ・市町村連携サーバからの法務省通知ファイルの受信 

    ・情報連携端末に入力された市町村通知ファイルの市町村連携サーバへの送信 

したがって，情報連携端末は，法務省通知，市町村通知に関する個人情報を一時的に格納する

のみであり，在留カード等発行システムのデータベースに格納された個人情報を検索・蓄積する

機能は有していない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※情報連携端末を庁内ＬＡＮと接続させるのか，あるいは庁内ＬＡＮのＦＷ（ＤＭＺ）等から接

続させるのか等については，各市町村の実状に応じ，各市町村の判断により検討・決定される。 

ＬＧＷＡＮ接続端末

サービス
提供設備

Ｆ
Ｗ

Ｆ
Ｗ

情報連携端末

法

務

省

Ｌ

Ｇ

Ｗ

Ａ

Ｎ

法務省通知
（在留資格等に係る情報）

市町村通知
（住居地の通知・住民票記載等に係る情報）

（※） 
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３．１．２．情報連携端末のシステム機能範囲 

法務省通知に関しては，情報連携端末の法務省通知フォルダに法務省通知ファイル（ファイル

レイアウトについては，「８．連携ファイルレイアウト」を参照）を受信するまでをシステム機能

範囲とする。 

 

また，市町村側で法務省通知を取り込む際に，法務省通知ファイルを抽出する機能等（「３．１．

３．情報連携端末の機能」を参照）についても，情報連携端末のシステム機能範囲とする。 

 

なお，情報連携端末と既存住基ＤＢとの連携について，どの連携方式（「２．４．情報連携端末

との連携方式」を参照）を採用するのか，あるいは，必要となるＦＷ，外部記憶媒体等のハード

ウェアの調達，それらの設定作業，ネットワーク及び既存住基システムの改修の要否等について

は，本連携Ｉ／Ｆ仕様書の定義範囲を踏まえて，各市町村の実状に応じ，各市町村の判断により

検討・決定される必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市町村

既存住基
DB情報連携

端末

法

務

省

Ｌ

Ｇ

Ｗ

Ａ

Ｎ

システム機能範囲 各市町村側で検討・決定

法務省通知
ファイル

法務省通知
ファイル 市町村側で実施

法務省通知ファイル
の抽出

既存住基DBへの
取込み

法務省側で実施
法務省通知ファイル

の受信
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市町村通知に関しては，情報連携端末に入力された市町村通知ファイル（ファイルレイアウト

については，「８．連携ファイルレイアウト」を参照）を在留カード等発行システムへ送信するま

でをシステム機能範囲とする。 

 

また，情報連携端末に市町村通知ファイルを入力する機能等（「３．１．３．情報連携端末の機

能」を参照）については，情報連携端末のシステム機能範囲とする。 

 

なお，既存住基ＤＢと情報連携端末との具体的な連携方式等については，上記と同様に，各市

町村側で検討・決定される必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市町村

既存住基
DB情報連携

端末

法

務

省

Ｌ

Ｇ

Ｗ

Ａ

Ｎ

システム機能範囲

市町村通知
ファイル

市町村通知
ファイル法務省側で実施

市町村通知ファイル
の取込み

市町村側で実施
市町村通知ファイル

の作成
情報連携端末への
配置（又は入力）

各市町村側で検討・決定
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３．１．３．情報連携端末の機能 

情報連携端末の主な業務に関連する機能を以下に示すものとする。 

 

＜法務省通知の機能＞  

機 能 概 要 参照フロー 

オンライン 

 連携機能 

既存住基システムとオンライン連携するための機能で，情

報連携端末に，ＦＴＰサーバ機能を実装し，同機能を動作さ

せオンライン連携するものとする。 

 

＜運用イメージ＞ 

 

 

 

 

 

＜運用概要＞ 

①別途，法務省より配布するＩＤ，パスワードにて，既存住

基システムより情報連携端末へＦＴＰアクセスし，法務省

通知取得依頼フォルダに，取得依頼ファイル（ＣＳＶファ

イル（サイズ：０バイト））（ファイル名は，「８．６．１．

２）ファイル命名について」を参照）を書き込む。 

②①の処理終了から，一定時間経過後（数分程度を想定）に，

既存住基システムより情報連携端末へＦＴＰアクセスし法

務省通知フォルダ（オンライン用）内の法務省通知ファイ

ル（ＣＳＶファイル）の有無を検索し，ファイルが存在し

た場合，法務省通知ファイルを取得する。 

③取得が成功した場合は，取得した法務省通知ファイルと同

一ファイル名のＣＳＶファイル（サイズ：０バイト）を情

報連携端末の「法務省通知取得通知フォルダ」にＦＴＰで

書き込む。 

④情報連携端末は，③で生成されたＣＳＶファイルを検知し，

連携が正常に完了したものとみなし，端末内の元の法務省

通知ファイルを削除する。 

法務省通知 

（オンライン連携） 

のデータフロー参照 

（４－１ページ参

照） 

 

 

既存住基
ＤＢ

情報連携
端末

オンライン接続

FTP

Ｆ
Ｗ

FTP
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 ※①において，取得する情報が存在しない場合は，その時点

において連携する法務省通知がないものとみなす。 

※市町村連携サーバから最新の法務省通知を取得するには，

別途，市町村職員が情報連携端末を操作し，「最新法務省通

知取得機能」（３－６ページ参照）により，法務省通知ファ

イルを取得後，本オンライン連携機能で法務省通知を既存

住基ＤＢに取り込む必要がある。 

※ＣＳＶファイルを既存住基ＤＢに反映させるためのプログ

ラム改修等について，各市町村の判断により検討・決定す

る必要がある。 

※情報連携端末と庁内ＬＡＮ等のネットワークや既存住基Ｄ

Ｂをオンライン接続する場合は，原則として，法務省にて

配布予定のＦＷの外側で接続するものとする。 
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機 能 概 要 参照フロー 

外部記憶媒体 

連携機能 

 

既存住基システムへの連携を外部記憶媒体（ＵＳＢメモリ

等）経由で実施する場合の機能で，情報連携端末を用いて，

法務省通知ファイル（ＣＳＶファイル）を外部記憶媒体へ書

き込むことができる。 

また，外部記憶媒体への書込みにあたっては，ＣＳＶファ

イルに加えて，画面表示している法務省通知ファイルの内容

をＰＤＦファイルとして出力（下記を参照）することも可能

とする。 

 

＜運用イメージ＞ 

 

 

 

 

 

 

情報連携端末は，外部記憶媒体への書込みが正常完了した

時点で，連携が正常に完了したものとみなし，端末内の元の

法務省通知ファイルを削除する。 

 

※外部記憶媒体は，「３．３．１．外部記憶媒体（ＵＳＢメモ

リ等）」に留意しつつ各市町村で準備する。 

※外部記憶媒体に格納されたデータは各市町村の責任におい

て管理するものとする。 

※ＣＳＶファイルは外部記憶媒体から既存住基システムへデ

ータ連携するために作成される。（ＣＳＶファイルを既存住

基ＤＢに反映させるためのプログラム改修の要否等を，各

市町村側の判断により検討・決定する必要がある。） 

※ＰＤＦファイルは市町村職員が法務省通知ファイルの内容

を，目視で確認するために作成される。 

 

法務省通知 

（外部記憶媒体連

携）のデータフロー

参照 

（４－２ページ参

照） 

 

 

ＵＳＢメモリ等

情報連携
端末

既存住基
ＤＢ
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機 能 概 要 参照フロー 

手入力支援 

機能 

既存住基システムへの連携を市町村職員が手入力で実施す

るための支援機能で，法務省通知ファイルの内容を画面に表

示後，必要に応じてＰＤＦファイルを出力しプリントアウト

等を行うことができる。 

 

＜運用イメージ＞ 

 

 

 

 

 

 

 

情報連携端末は，法務省通知ファイルの内容を画面に表示

後，市町村職員が確認し，完了ボタンを押下した時点で，元

の法務省通知ファイルを削除する。 

 

※プリンタ等により出力した情報は市町村の責任において管

理するものとする。 

※情報連携端末にはプリンタ機器は実装しないため，本機能

を活用して，ＰＤＦファイルをプリントアウトする場合に

は，市町村のプリンタ等を使用する。 

 

法務省通知 

（手入力支援） 

のデータフロー参照 

（４－３ページ参

照） 

 

 

プリントアウト・手入力

情報連携
端末

既存住基
ＤＢ

ＰＤＦ
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機 能 概 要 参照フロー 

最新法務省 

通知取得機能 

最新の法務省通知情報を取得したい場合に，情報連携端末

を管理する市町村職員が取得ボタンを押下することによっ

て，最新の法務省通知を取得する機能。 

 

＜運用イメージ＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

※法務省側では，法務省通知，市町村通知は，１日１回の自

動連携を想定しており，本機能を活用するかどうかは専ら

市町村側の判断に委ねられる。なお，最新法務省通知の更

新頻度については，「２．２．システム構成の説明」（市町

村連携サーバの項）を参照。 

※本機能は，情報連携端末を管理する市町村職員が取得ボタ

ンを手動で押下することによって，最新の法務省通知を取

得する機能であり，既存住基システムと市町村連携サーバ

の間で直接自動連携を行う機能は有していない。 

※本機能で取得する法務省通知は，情報連携端末に法務省通

知を受信するまでが機能範囲であるため，取得した法務省

通知ファイルを出力するには，オンライン連携機能，外部

記憶媒体連携機能，手入力支援機能を適宜使用する必要が

生じる。 

 

法務省通知 

（最新法務省通知取

得）のデータフロー

参照 

（４－４ページ参

照） 

 

 

 

情報連携
端末

法

務

省

Ｌ

Ｇ

Ｗ

Ａ

Ｎ

画面より
法務省通知取得
ボタンを手動で押下

最新法務省通知

取得処理

法務省通知
ファイル

法務省通知
ファイル
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機 能 概 要 参照フロー 

過去履歴 

 参照機能 

既存住基システムの障害発生時など，何らかの事情により

日次連携（「１０．１．法務省通知連携タイミング」に示す１

日１回の自動連携）をすることができなかった場合に後日処

理を可能とするため，過去（一定期間）の法務省通知ファイ

ルを一覧で表示し，再取得する機能。 

 

＜運用イメージ＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

※本機能は，情報連携端末を管理する市町村職員が再取得ボ

タンを手動で押下することによって，過去の法務省通知を

取得する機能であり，既存住基システムと市町村連携サー

バの間で直接自動連携を行う機能は有していない。 

※過去履歴をどの程度の期間，市町村連携サーバで保有する

かは，今後の検討となる。（現時点では，概ね１０日間程度

保有することを想定している。） 

 

法務省通知 

（過去履歴参照） 

のデータフロー参照 

（４－５ページ） 

 

 

情報連携
端末

法

務

省

Ｌ

Ｇ

Ｗ

Ａ

Ｎ

①法務省通知
履歴参照画面
を表示
②再取得したい
法務省通知を
選択し、法務省
通知再取得ボタ
ンを押下

法務省通知

再取得処理

法務省通知
ファイル

法務省通知
ファイル
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＜市町村通知の機能＞ 

機 能 概 要 参照フロー 

オンライン 

 連携機能 

既存住基システムとオンライン連携するための機能で，情

報連携端末上にＦＴＰサーバ機能を実装し，同機能を動作さ

せオンライン連携するものとする。 

 

＜運用イメージ＞ 

 

 

 

 

 

＜運用概要＞ 

①別途，法務省より配布するＩＤ，パスワードにて，既存住

基システムより情報連携端末へアクセスし市町村通知ファ

イル（ＣＳＶファイル）を送信する。 

②市町村通知ファイルの取得が成功した場合は，取得した市

町村通知ファイルと同一ファイル名のＣＳＶファイル（サ

イズ：０バイト）を情報連携端末の「市町村通知送信通知

フォルダ」に書き込む。 

③情報連携端末は，②で書き込まれたＣＳＶファイルを検知

し，連携が正常に完了したものとみなし，日次連携（「１０．

２．市町村通知連携タイミング」に示す１日１回の自動連

携）により，市町村通知ファイルを市町村連携サーバに送

信し，情報連携端末上の市町村通知ファイルを削除する。 

 

※既存住基ＤＢから，市町村通知に係るＣＳＶファイルを抽

出するためのプログラム改修の要否等について，各市町村

の判断により検討・決定する必要がある。 

※情報連携端末と庁内ＬＡＮ等のネットワークや既存住基Ｄ

Ｂをオンライン接続する場合は，原則として，法務省にて

配布予定のＦＷの外側で接続するものとする。 

 

市町村通知 

（オンライン連携） 

のデータフロー参照 

（４－６ページ参

照） 

 

 

既存住基
ＤＢ

情報連携
端末

オンライン接続

FTP

Ｆ
Ｗ

FTP
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機 能 概 要 参照フロー 

外部記憶媒体 

連携機能 

 

既存住基システムから情報連携端末への連携を，外部記憶

媒体（ＵＳＢメモリ等）経由で実施する場合の機能で，市町

村通知ファイル（ＣＳＶファイル）を外部記憶媒体（ＵＳＢ

メモリ等）から情報連携端末の市町村通知フォルダへ書き込

むことができる。 

 

＜運用イメージ＞ 

 

 

 

 

 

 

情報連携端末は，法務省通知ファイルの場合と同様に，外

部記憶媒体から書込みが正常に完了した時点で，連携が正常

に完了したものとみなす。 

※外部記憶媒体は，「３．３．１．外部記憶媒体（ＵＳＢメモ

リ等）」に留意しつつ，各市町村で準備する。 

※外部記憶媒体に格納されたデータは，各市町村の責任にお

いて管理するものとする。 

※既存住基ＤＢから，市町村通知に係るＣＳＶファイルを抽

出するためのプログラム改修の要否等について，各市町村

の判断により検討・決定する必要がある。 

 

市町村通知 

（外部記憶媒体連

携）のデータフロー

参照 

（４－７ページ参

照） 

 

 

ＵＳＢメモリ等

情報連携
端末

既存住基
ＤＢ



Copyright © 2010-2012 Panasonic System Solutions Japan Co., Ltd. 

 
3-12 

 

機 能 概 要 参照フロー 

手入力機能 市町村通知ファイルの作成を情報連携端末の画面から市町

村職員が手入力で実施する機能。 

 

＜運用イメージ＞ 

 

 

 

 

 

 

情報連携端末での画面入力においては，市町村職員の入力

業務を簡素化するため，ＬＡＳＤＥＣコードからの住所の自

動変換等の入力支援機能を実装する予定。 

なお，手入力機能を用いた場合は，ファイル命名規約に準

拠したファイル名（「８．連携ファイルレイアウト」を参照）

が自動的に付与される。 

※手入力画面における入力操作が正常に完了した時点におい

て，連携が正常に完了したものとみなす。 

市町村通知 

（手入力） 

のデータフロー参照 

（４－１０ページ参

照） 

 

市町村通知 

ファイル名 

変換機能 

市町村通知ファイル名に関しては，ファイル命名規約（「８．

連携ファイルレイアウト」を参照）に準拠したファイル名を

付与する必要があるが，オンライン連携又は外部記憶媒体連

携では誤ったファイル名が付与されることを防止するため，

オンライン連携等により情報連携端末に取り込む際に，ファ

イル命名規約に準拠したファイル名に自動的に変換する機

能。 

 

＜運用イメージ＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

※市町村通知ファイルが複数ファイル存在する場合は，市町

村通知ファイルの最終更新日時の古いものから順に，ファ

イル名の変換を実施する。 

市町村通知 

（オンライン連携又

は外部記憶媒体連

携） 

のデータフロー参照 

（４－６ページまた

は４－８ページ参

照） 

 

手入力

情報連携
端末

市町村通知情報を
画面より手入力

手入力

情報連携
端末

市町村通知情報を
画面より手入力

情報連携
端末

既存住基
ＤＢ

USBメモリ等

ファイル名が誤っていた場合は、
正常なファイル名に自動変換
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機 能 概 要 参照フロー 

エラー情報 

表示機能 

市町村通知ファイルの内容をチェックし，エラーが存在し

た場合に，エラーを表示する機能。  

エラー確認は，次の２箇所で行われる。 

◆情報連携端末でのエラー確認 

 【確認内容】： 

  カラム数，文字種，日付，在留カード等番号，異動事由 

  コードに対応する必須項目のチェック 

◆市町村連携サーバでのエラー確認 

 【確認内容】： 

  在留カード等番号，氏名，性別，生年月日，国籍等の 

  法務省のＤＢとの突合，異動事由コードに対応する必須 

  項目のチェック 

また，本機能はエラー内容の表示だけでなく，エラー内容

のＰＤＦファイル及びエラーとなった元ファイル（ＣＳＶフ

ァイル）の外部記憶媒体（ＵＳＢメモリ等）への出力も可能

とする。 

 

＜市町村において想定される運用イメージ＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市町村通知 

（エラー情報表示） 

のデータフロー参照 

（４－１１ページ参

照） 

 

 

情報連携
端末

USBメモリ等

エラー情報の一覧表示と
エラーの詳細情報表示

エラー内容
ファイル（ＰＤＦ）
とエラー元ファイル
を出力

既存住基
ＤＢ

市町村通知
ファイル

市町村通知
ファイル

エラー内容
（ＰＤＦ）

エラー内容
（ＰＤＦ）

エラー
元ファイル

エラー
元ファイル

市町村通知ファイルの
エラーチェックで
エラー発生。
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※エラー元ファイル（ＣＳＶファイル）は，エラー用のファ

イル名に変更されている。（８．連携ファイルレイアウト参

照） 

※エラー内容ファイル（ＰＤＦ）はエラー用のファイル名と

同一のファイル名とする。 

※外部記憶媒体は，「３．３．１．外部記憶媒体（ＵＳＢメモ

リ等）」に留意しつつ，各市町村で準備する。 

※外部記憶媒体に格納されたデータは各市町村の責任におい

て管理するものとする。 

※市町村では，１日１回程度，定期的にエラー情報の発生有

無を確認する運用が想定される。 

※エラー元ファイル（ＣＳＶファイル）は外部記憶媒体から

既存住基システムへデータ連携するために作成される。（Ｃ

ＳＶファイルを既存住基ＤＢに反映させるためのプログラ

ム改修の要否等を，各市町村側の判断により検討・決定す

る必要がある。） 

※ＰＤＦファイルは市町村職員がエラー元ファイル（ＣＳＶ

ファイル）の内容を目視で確認するために作成される。 

 

 

 



Copyright © 2010-2012 Panasonic System Solutions Japan Co., Ltd. 

 
3-15 

 

機 能 概 要 参照フロー 

特別永住者証

明書交付年月

日入力機能 

特別永住者証明書の交付年月日を情報連携端末で入力する

機能。 

特別永住者証明書の交付年月日が未入力となっている対象

者一覧の検索や検索結果のＰＤＦ出力を可能とする。 

 

＜市町村において想定される運用イメージ＞ 

情報連携
端末

特別永住者証明書
交付年月日の未入
力リストの検索

未入力リストを
PDF出力

市町村通知
（自動処理）

住民行政課（窓口）

特別永住者証明書

の交付

住民行政課（窓口）

特別永住者証明書

の交付

未入力リスト

との照合、及び
交付年月日の
記載

画面より交付対象者の
特別永住者証明書交付年
月日の入力

市町村通知の自動
作成

法

務

省

未入力リスト
（ＰＤＦ）

未入力リスト
（ＰＤＦ）

市町村通知
ファイル

市町村通知
ファイル

市町村通知

既存住基
ＤＢ

又は既存住基ＤＢからの
市町村通知

情報連携
端末

特別永住者証明書
交付年月日の未入
力リストの検索

未入力リストを
PDF出力

市町村通知
（自動処理）

住民行政課（窓口）

特別永住者証明書

の交付

住民行政課（窓口）

特別永住者証明書

の交付

未入力リスト

との照合、及び
交付年月日の
記載

画面より交付対象者の
特別永住者証明書交付年
月日の入力

市町村通知の自動
作成

法

務

省

未入力リスト
（ＰＤＦ）

未入力リスト
（ＰＤＦ）

市町村通知
ファイル

市町村通知
ファイル

市町村通知

既存住基
ＤＢ

又は既存住基ＤＢからの
市町村通知

 

＜運用概要＞ 

①特別永住者証明書の交付に係る法務省通知が情報連携端末

に情報連携される際に，「特別永住者証明書交付年月日未入

力リスト」が市町村連携サーバ側に作成される。 

②同リストには特別永住者証明書番号，発行年月日が記載さ

れており交付年月日については空白である。 

③市町村において特別永住者証明書を交付後，本機能を用い

て，空白の交付年月日の入力を行う。 

 

※特別永住者証明書の交付年月日を，市町村長から法務大臣

に報告する旨の規定を入管特例法の下位法令（政令）に設

けることを想定している。 

※特別永住者証明書に関する法務省通知ファイルは，１日１

回，情報連携端末起動時等に法務省から受信する。 

※画面から特別永住者証明書の交付年月日入力が完了すれ

ば，市町村通知の連携が完了したものとみなす。 

市町村通知 

（特別永住者証明書 

 交付年月日入力） 

のデータフロー参照 

（４－１２ページ参

照） 
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※既存住基システムとオンライン連携を行っている市町村

は，各市町村の判断により既存住基システム側で特別永住

者証明書交付年月日の管理を行う場合，「８．３ 市町村通

知のファイルレイアウト」を用いてオンライン連携を行う

ことができる。 
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機 能 概 要 参照フロー 

住居地届出補

正機能 

既存住基システムで住居地の届出の有無を管理しない場合

において，①住基法に基づく住所の届出と，②入管法等に基

づく住居地の届出が同時に行われないときに，市町村通知フ

ァイルの補正を行う機能。 

市町村通知ファイルの転入届に関するレコードのうち，異

動事由コードが「０００」から「００６」までのいずれかで

あった場合に，転入届に関するレコードが一覧で画面表示さ

れるので，上記①と②が同時に行われていないレコードにつ

いて補正を行う。 

 

＜市町村において想定される運用イメージ＞ 

 （外部記憶媒体連携機能による運用イメージ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※オンライン連携を行う市町村であっても，既存住基システ

ムで住居地の届出の有無を管理しない場合は，本機能によ

り補正を行う必要がある。 

※本機能を用いた転入届等に係る市町村通知に関する運用に

ついては，＜参考資料２＞を参照。 

 

市町村通知 

（オンライン連携又

は外部記憶媒体連

携）のデータフロー

参照 

（４－６ページ又は

４－８ページ参照） 

 

 

情報連携
端末

既存住基
ＤＢ

住居地の届出の有無が管
理できないため，
異動事由コード「000」

で市町村通知ファイルを
抽出

ＵＳＢメモリ等

上記①と②が同時に行わ
れていないレコードにつ
いて，住居地届出補正

画面より，市町村職員の
手動操作にて補正

市町村
通知
ファイル

市町村
通知
ファイル

住居地の届出の有無を管

理していないため，異動

事由コード「000」から

「006」までのいずれかと

なっている市町村通知フ

ァイルを抽出 
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機 能 概 要 参照フロー 

市町村通知 

手動送信機能 

市町村通知ファイルは，通常運用時，情報連携端末内に暗

号化されて保存されており，定期的（１日１回程度を想定）

に法務省側へ自動的に送信されるが，既存住基システムの障

害発生時など，何らかの事情により日次連携（「１０．２．市

町村通知連携タイミング」に示す１日１回の自動連携）をす

ることができなかった場合に後日処理を可能とするため市町

村職員の手動操作により任意のタイミングで情報連携端末に

保存している市町村通知ファイルを自動的に復号して法務省

側へ送信できるものとする。 

 

＜市町村において想定される運用イメージ＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※本機能により，市町村通知ファイルを法務省側へ手動送信

した場合，手動送信が完了した時点で，情報連携端末に保

存されている市町村通知ファイルは，削除される。 

 

市町村通知 

（オンライン連携，

外部記憶媒体連携又

は手入力）のデータ

フロー参照 

（４－６ページ， 

４－８ページ又は 

４－１０ページ参

照） 

 

 

情報連携
端末

市町村通知
送信

法

務

省

市町村
通知
ファイル

市町村
通知
ファイル

市町村
通知
ファイル

市町村
通知
ファイル

市町村
通知
ファイル

市町村
通知
ファイル

・・・

市町村
通知
ファイル

市町村
通知
ファイル

市町村
通知
ファイル

市町村
通知
ファイル

市町村
通知
ファイル

市町村
通知
ファイル

・・・

情報連携端末で，市町村
職員の手動操作により，
市町村通知手動送信ボタ
ンを押下する。
操作された時点で，情
報連携端末に保存されて
いる市町村通知ファイル
を法務省へ送信する。
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＜情報連携端末共通の機能＞  ※「３．１．４．情報連携端末の運用管理」を併せて参照 

機 能 概 要 

メール機能 通常の業務連絡，システムでは処理できない業務用件の連絡，システムの

メンテナンス情報等を市町村連携サーバ間とメールで連絡する機能。 

メールの使用にあたっては，ＷＥＢメールを使用するものとする。 

なお，市町村においては，１日１回程度，情報連携端末のメールソフトを

起動し，メールの確認を実施する運用が想定される。 

 

※メールを使用する上で必要となる，ユーザＩＤ，パスワード及び動作環境

の設定情報等は，別途，法務省より配布するものとする。 

 

ウィルスパターン 

ファイル連携機能 

市販のウィルス対策ソフトを情報連携端末に導入する予定であるが，法務

省より必要に応じて，ウィルス対策ソフトのパターンファイル等を連携し，

情報連携端末のセキュリティを確保する。 

 

※情報連携端末の起動時等，定期的に自動でウィルスパターンの連携を実施

する。 

 

ソフトウェアバージョ

ンアップ連携機能 

将来の機能追加，改修を考慮し，法務省との情報連携に係るアプリケーシ

ョンの自動バージョンアップ連携を実施する。 

 

※１日１回，情報連携端末の起動時等に法務省との情報連携に係るアプリケ

ーションのバージョンアップを自動で連携するものとする。 

 

その他連携機能 市町村通知ファイルの手入力機能で使用するＬＡＳＤＥＣコード等の自

動バージョンアップ連携を実施する。 
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３．１．４．情報連携端末の運用管理 

 

情報連携端末は，Ｗｉｎｄｏｗｓ７（３２ｂｉｔ版）をＯＳとした端末（ノート型ＰＣを想定）

として整備をする予定であり，端末の運用管理として，端末へのログイン，ログイン後の法務省

との情報連携に係るアプリケーションへのログインがある。 

 

端末へのログインについては，導入当初に法務省より，管理者ＩＤ，一般ＩＤを市町村に付与

するものとするが，その後については，各市町村におけるＯＳ上の設定変更時やネットワークの

変更時にスムーズに対応するために，市町村側で管理者ＩＤ，一般ＩＤを管理するものとする。

ただし，ログインパスワードは，定期的に変更する仕様とする。 

 

管理者ＩＤについては，情報連携端末の管理者権限を各市町村に付与する予定であり，上記の

ように，各市町村庁内ＬＡＮ等のネットワーク構成の変更に伴う，ネットワーク環境やＯＳ環境

の設定変更，業務運用上必要となるシステムログ情報の確認等の操作は，各市町村において実施

可能とする。ただし，法務省との情報連携に係るアプリケーションの環境変更及び関連するファ

イルの削除，他のアプリケーションのインストールは，市町村側では実施しないものとする。 

 

一般ＩＤについては，通常，情報連携端末を運用する上でログインするユーザＩＤであり，情

報連携端末のアプリケーションが動作する上で必要となる権限のみを，各市町村に付与する予定

である。 

基本的な操作は，ＯＳへのログインも含めた情報連携端末の起動，法務省との情報連携に係る

アプリケーションの起動・操作・終了及び情報連携端末のシャットダウンに限定するものとする。 

 

法務省との情報連携に係るアプリケーションのログインについては，ユーザＩＤ，パスワード

を導入当初に法務省より付与し，運用開始後も法務省側で管理するものとする。 

ただし，一定期間経過後に発生するパスワードの変更については市町村で変更するものとする。

（パスワードポリシーの詳細は，別途後日公開予定。） 

 

その他，ウィルス対策とＯＳのバージョンアップについては，市町村連携運用管理サーバから

情報連携端末にパターンファイル等を自動配布するものとする。 

ただし，ＯＳのバージョンアップについては，サービスパックのように大容量のファイルをダ

ウンロードする必要がある場合は，別途，ＣＤ－Ｒの配布等を個別に検討するものとする。 

 

情報連携端末への法務省から提供される周辺機器以外（法務省及び市町村通知ファイルを出力

する外部記憶媒体を除く。）の接続は，原則として認められない。 

ただし，業務の運用上，例外的に法務省から提供される周辺機器以外の機器等を接続する場合

は，市町村の責任において実施するものとし，法務省としては動作保証しないものとする。 
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３．２．ＩＣカード取扱端末について 

 

３．２．１．ＩＣカード取扱端末で取り扱うデータ 

ＩＣカード取扱端末は，主として以下の機能を有する端末である。 

    ア．ＩＣチップへの住居地情報の書込み。（ＬＧＷＡＮとの接続が必須） 

    イ．ＩＣチップの読出しによる偽変造確認のための情報確認（ＬＧＷＡＮとの接続が望まし

いが，スタンドアローン（ＬＧＷＡＮ未接続）運用も可） 

    ウ．ＩＣチップの読取りによる住民票作成支援のための情報活用（スタンドアローン運用も

可） 

したがって，業務上の目的で取り扱うデータとしては，ＩＣチップに読み書きするために必要

な情報に限定するものとし，在留カード等発行システムのデータベースに格納された情報等を取

り扱うものではない。 

また，読み書きするＩＣチップの情報についてはＩＣカード取扱端末内で保存されることはな

く，ＩＣチップの情報に関して情報連携端末との送受信も行われない。 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ※ＩＣチップの読取り，読出し機能は，権限の確認（上記イメージ図①～③）を要しないこと

からスタンドアローン運用も可能とする。 

   ※ＩＣカード取扱端末を庁内ＬＡＮと接続させる，もしくは庁内ＬＡＮのＦＷ（ＤＭＺ）等か

ら接続させるか等については，市町村の実状に合わせた接続になると想定される。 

   ※ＩＣカード取扱端末は，外国人住民に係る転入届等を受け付ける住民行政窓口（支所・出張

所等を含む。）に設置することを想定。 

 

Ｆ
Ｗ

市区町村（本庁舎）

市区町村（支所・出張所）

ＩＣカード取扱端末

カードＲ／Ｗ

サービス
提供設備

法

務

省

書込み権限の確認

Ｌ

Ｇ

Ｗ

Ａ

Ｎ

書込み権限の確認

①書込み権限の確認
要求

②権限を有する
端末か否かを確認

③権限のある
場合のみ書込み
が許可される

転入届の受付転入届の受付

イ．ICチップの読出し

ウ．ICチップの読取り

ア．ICチップの書込み

イ．ICチップの読出し

ウ．ICチップの読取り

ア．ICチップの書込み

ＩＣカード取扱端末

カードＲ／Ｗ
転入届の受付転入届の受付

（アのみ）

（アのみ）
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３．２．２．ＩＣカード取扱端末のシステム機能範囲 

ＩＣカード取扱端末は，ＩＣチップへの書込み機能，読出し機能，読取り機能に限定した端末

として整備するものとし，既存住基システム，情報連携端末等とのオンライン接続による情報連

携等は行わない。 

 

また，ＩＣカード取扱端末のＩＣチップの読出し機能，読取り機能については，スタンドアロ

ーン運用を可能にするとともに読出し，読取り用のアプリケーションは，一定の条件（※参照）

の下で，既存住基システム端末等にもインストール可能とする。 

 

※ただし，既存住基システム端末等へのインストールは，Ｗｉｎｄｏｗｓ７（３２ｂｉｔ版）の

標準環境（法務省提供以外のソフトウェアが動作していない環境）を前提としており，既存住

基システム端末等での使用は市町村の責任において実施するものとし，法務省としては，動作

保証しないものとする。また，既存住基システム端末等に接続するカードＲ／Ｗは市町村側で

準備するものとする。 
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３．２．３．ＩＣカード取扱端末の機能 

ＩＣカード取扱端末の主な業務に関連する機能を以下に示すものとする。 

 

＜ＩＣカード取扱端末の機能＞ 

機 能 概 要 参照フロー 

ＩＣチップ 

書込み機能 

在留カード等のＩＣチップへの住居地情報の書込みを行う

機能。（ＬＧＷＡＮとの接続が必須条件となる。）なお，ＩＣ

チップに書き込む住居地情報については市町村職員がＩＣカ

ード取扱端末の画面から入力することを想定している。 

画面入力においては，市町村職員の入力業務を簡素化する

ため，LASDEC コードからの住所の自動変換等の入力支援機能

を実装する予定。 

 

＜運用イメージ＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※住居地情報の書込みの際，市町村長の電子署名は付さない

仕様である。 

※本システムにおいて本機能は設けるものの，法務省におい

ては，（現時点において，必要なネットワーク等の環境整備

が困難（又は不確定）な事情を抱えている市町村が少なか

らず存在することから）市町村における住居地情報のＩＣ

チップへの書込みは，当分の間行わない方針である。 

 

 

ＩＣチップ書込み 

のデータフロー参照 

（４－１３ページ参

照） 

 

 

Ｆ
Ｗ

市区町村（本庁舎）

市区町村（支所・出張所）

ＩＣカード取扱端末

ＩＣカード取扱端末

転入届の受付

転入届の受付

サービス
提供設備

書込み権限の確認

法

務

省

書込み権限の確認

Ｌ

Ｇ

Ｗ

Ａ

Ｎ

Ｌ

Ｇ

Ｗ

Ａ

Ｎ
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機 能 概 要 参照フロー 

ＩＣチップ 

読出し機能 

在留カード等のＩＣチップの情報を読み出す機能（スタン

ドアローン運用も可）で，在留カード等の券面情報との比較

を行い偽変造の確認を行う機能。 

ＩＣカード取扱端末がＬＧＷＡＮに接続されている場合は

在留カード等に格納されている電子証明書の検証を行うこと

も可能とする。 

なお，ＩＣチップの情報を読み出すアプリケーションは法

務省において配布することとし，ＩＣカード取扱端末にイン

ストールされるほか，各市町村の判断により，既存住基シス

テム端末等へのインストールも一定の条件（※参照）の下で

可能とする。 

 

＜運用イメージ＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※本機能に係るアプリケーションは，既存住基システム端末

等にインストールすることも可能とするが，Ｗｉｎｄｏｗ

ｓ７（３２ｂｉｔ版）の標準環境（法務省提供以外のソフ

トウェアが動作していない環境）を前提としており，既存

住基システム端末等での使用は市町村の責任で実施するも

のとし，法務省では動作保証しないものとする。 

※既存住基システム端末等に接続するカードＲ／Ｗは市町村

側で準備する。 

 

ＩＣチップ読出し 

のデータフロー参照 

（４－１４ページ参

照） 

 

 

 

①申請者と在留カード等の

券面顔写真を確認

本人確認

②在留カード等の券面情報と

ＩＣチップの情報を確認

偽変造確認

③在留カード等の券面に

住居地情報を記載（裏書き）

裏書きの上返却

ＩＣカード取扱端末
カードＲ／Ｗ
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機 能 概 要 参照フロー 

ＩＣチップ 

読取り機能 

在留カード等のＩＣチップに記録された情報（氏名，生年

月日，性別，国籍等，在留資格等）をＣＳＶデータとして抽

出し，住民票の作成に資するための機能。（スタンドアローン

運用も可） 

なお，本機能に係るアプリケーションは，ＩＣカード取扱

端末にインストールされるほか，既存住基システム端末等へ

のインストールも一定の条件（※参照）の下で可能とする。 

次の２つの運用が想定される。 

 

＜運用イメージ１＞：ＩＣカード取扱端末 

 

 

 

 

 

 

＜運用概要１＞ 

ＩＣカード取扱端末で抽出した情報を，各市町村の判断に

より，外部記憶媒体（ＵＳＢメモリ等）を用いて既存住基端

末へ移送する。 

 

＜運用イメージ２＞：既存住基システム端末等上 

 

 

 

 

 

 

＜運用概要２＞ 

既存住基端末に，本機能に係るアプリケーションを各市町

村の判断によりインストールし，既存住基端末を用いてＩＣ

チップの情報を抽出する。 

 

ＩＣチップ読取り 

のデータフロー参照 

（４－１５ページ参

照） 

 

 

既存住基
端末

ＩＣカード
取扱端末

カードR/W

既存住基
端末

カードR/W

（市区町村
で準備）
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 ※外部記憶媒体は，「３．３．１．外部記憶媒体（ＵＳＢメモ

リ等）」に留意しつつ，各市町村で準備する。 

※外部記憶媒体に格納されたデータは市町村の責任において

管理するものとする。 

※本機能に係るアプリケーションについては，既存住基シス

テム端末等にインストールすることも可能とするが，Ｗｉ

ｎｄｏｗｓ７（３２ｂｉｔ版）の標準環境（法務省提供以

外のソフトウェアが動作していない環境）を前提としてお

り，既存住基システム端末等での使用は市町村の責任で実

施するものとし，法務省では動作保証しないものとする。 

※既存住基システム端末等に接続するカードＲ／Ｗは市町村

側で準備する。 
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＜ＩＣカード取扱端末共通の機能＞※「３．２．４．ＩＣカード取扱端末の運用管理」を併せて参照。 

以下の機能については，ＩＣカード取扱端末がＬＧＷＡＮに接続されている場合のみ使用する。 

機 能 概 要 

メール機能 既存住基システムで，住居地の届出の有無が管理できない場合において，

市町村の住民行政窓口（支所・出張所等を含む）で，次に示す届出を受け付

けたときに，その旨を，情報連携端末を管理する市町村職員に連絡すること

を想定して設けられる機能。 

①中長期在留者及び特別永住者の転入届等（国内で住所を移動したときの転

入届及び転居届）が行われ，住居地の届出が同時に行われなかったとき。 

②過去に転入届等（①による届出に限る）が行われた中長期在留者及び特別

永住者の住居地の届出が後日，行われたとき。 

 

※本機能によるメール送信機能は，同一市町村内の情報連携端末に限られ

る。 

 

ウィルスパターン 

ファイル連携機能 

市販のウィルス対策ソフトをＩＣカード取扱端末に導入する予定である

が，法務省より必要に応じて，ウィルス対策ソフトのパターンファイル等を

連携し，ＩＣカード取扱端末のセキュリティを確保する。 

 

※ＩＣカード取扱端末の起動時等，定期的に自動でウィルスパターンの連携

を実施する。 

 

ソフトウェアバージョ

ンアップ連携機能 

将来の機能追加，改修を考慮し，法務省とのＩＣカード取扱に係るアプリ

ケーションの自動バージョンアップ連携を実施する。 

 

※１日１回，ＩＣカード取扱端末の起動時等に法務省とのＩＣカードの読み

書きに係るアプリケーションのバージョンアップを自動で連携するもの

とする。 

 

その他連携機能 市町村通知ファイルの手入力機能で使用するＬＡＳＤＥＣコード等の自

動バージョンアップ連携を実施する。 
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３．２．４．ＩＣカード取扱端末の運用管理 

ＩＣカード取扱端末は，Ｗｉｎｄｏｗｓ７（３２ｂｉｔ版）をＯＳとした端末（ノート型ＰＣ

を想定）として整備をする予定であり，端末の運用管理として，端末へのログイン，ログイン後

の法務省との情報連携に係るアプリケーションへのログインがある。 

 

端末へのログインについては，導入当初に法務省より，管理者ＩＤ，一般ＩＤを市町村に付与

するものとするが，その後については，各市町村におけるＯＳ上の設定変更時やネットワークの

変更時にスムーズに対応するために，市町村側で管理者ＩＤ，一般ＩＤを管理するものとする。

ただし，ログインパスワードは，定期的に変更する仕様とする。 

 

管理者ＩＤについては，ＩＣカード取扱端末の管理者権限を各市町村に付与する予定であり，

上記のように，各市町村庁内ＬＡＮ等のネットワーク構成の変更に伴う，ネットワーク環境やＯ

Ｓ環境の設定変更，業務運用上必要となるシステムログ情報の確認等の操作は，各市町村におい

て実施可能とする。ただし，法務省とのＩＣカード取扱に係るアプリケーションの環境変更及び

関連するファイルの削除，他のアプリケーションのインストールは，市町村側では実施しないも

のとする。 
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一般ＩＤは，通常，ＩＣカード取扱端末を運用する上でログインするユーザのＩＤであり，Ｉ

Ｃカード取扱端末のアプリケーションが動作する上で必要となる権限のみを各市町村に付与する

予定である。 

基本的な操作は，ＯＳへのログインも含めたＩＣカード取扱端末の起動，法務省とのＩＣカー

ド取扱に係るアプリケーションの起動・操作・終了及びＩＣカード取扱端末のシャットダウンに

限定するものとする。 

 

法務省とのＩＣカード取扱に係るアプリケーションのログインについては，ユーザＩＤ，パス

ワードを導入当初に法務省より付与し，運用開始後は市町村側で管理（※参照）するものとする。 

また，一定期間経過後に発生するパスワードの変更についても市町村で変更するものとする。

（パスワードポリシーの詳細は，別途後日公開予定。） 

 

その他，ウィルス対策とＯＳのバージョンアップについては，次のとおりとする。 

 

＜ＩＣカード取扱端末がＬＧＷＡＮに接続されている場合＞ 

市町村連携運用管理サーバからＩＣカード取扱端末に，パターンファイル等を自動配布す

るものとする。 

ただし，ＯＳのバージョンアップについては，サービスパックのように大容量のファイル

をダウンロードする必要がある場合は，別途，ＣＤ－Ｒの配布等を個別に検討するものとす

る。 

 

＜ＩＣカード取扱端末がＬＧＷＡＮに接続されていない場合＞ 

法務省から定期的にパターンファイル等をＣＤ-Ｒ等により配布することを個別に検討す

る。 

 

     ＩＣカード取扱端末への法務省から提供される周辺機器以外（法務省及び市町村通知ファ

イルを出力する外部記憶媒体を除く）の接続は，原則として認められない。 

     ただし，業務の運用上，例外的に法務省から提供される周辺機器以外の機器等を接続する

場合は，市町村の責任において実施するものとし，法務省としては動作保証しないものとする。  

 

※ ＩＣカードの読み書きに係るアプリケーションは，一定の条件の下で既存住基システム端

末等へのインストールも可能とするため。 
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３．３．情報連携端末，ＩＣカード取扱端末のセキュリティについて  

 

３．３．１．外部記憶媒体（ＵＳＢメモリ等） 

情報連携端末，ＩＣカード取扱端末に使用するＵＳＢメモリ等は，パスワードによるロック機

能，暗号化機能が付加されたものを必須とするものとする。 

さらにセキュリティを高めるために，パスワードによるロック機能，暗号化機能に加えて，ウ

ィルスチェック機能を有したＵＳＢメモリ等を推奨する。 

上記のセキュリティ機能が付加されたＵＳＢメモリ等の利用が困難な場合は，市町村から代替

案を提示の上，法務省と協議することとする。 

 

３．３．２．ファイアウォール（ＦＷ）の設定 

情報連携端末とＩＣカード取扱端末を設置するにあたり，それぞれの端末のセキュリティを確

保するため，法務省よりＦＷを配布することを想定している。 

それぞれの端末のＦＷの設定には，市町村のセキュリティポリシーに準拠した設定と併せて，

情報連携端末とＩＣカード取扱端末のセキュリティを確保するため，以下の設定も実施する必要

がある。 

 

  ＜情報連携端末＞ 

・ＬＧＷＡＮとの接続にあたっては，市町村連携サーバ及び市町村連携運用管理サーバと情報

連携端末との間のアクセスに必要な通信に限定した設定とする。また，市町村においてＬＧ

ＷＡＮ又は庁内ＬＡＮに接続されている他の端末から情報連携端末へのアクセスは認めない

設定とする。 

・オンライン連携機能等の導入を想定し，既存住基システムと情報連携端末とを接続する場合，

オンライン連携のために必要最低限の機器に限ってアクセスを許可する設定とする。また，

既存住基システムに接続されている他の端末から情報連携端末へのアクセスは認めない設定

とする。 

・既存住基システムと情報連携端末を接続する場合（３．４．１．情報連携端末【ＬＧＷＡＮ

接続パターン②（業務系庁内ＬＡＮと接続している市町村）】）において，既存住基システム

側のセキュリティの確保を目的とする市町村のＦＷの追加的な設置の要否については，各市

町村の判断により，検討・決定する必要がある。 

また，庁内ＬＡＮと情報連携端末を接続する場合（３．４．１．情報連携端末【ＬＧＷＡ

Ｎ接続パターン①（情報系庁内ＬＡＮと接続している市町村）】及び【ＬＧＷＡＮ接続パター

ン③（庁内ＬＡＮと接続していない市町村）】）において，庁内ＬＡＮ側のセキュリティの確

保を目的とする市町村ＦＷの追加的な設置の要否については，各市町村の判断により，検討・

決定する必要がある。 
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＜ＩＣカード取扱端末＞ 

   ■ＬＧＷＡＮと接続する場合 

・ＬＧＷＡＮとの接続にあたっては，市町村連携サーバ及び市町村連携運用管理サーバとＩ

Ｃカード取扱端末との間のアクセスに必要な通信に限定した設定とすること。また，市町

村においてＬＧＷＡＮ又は庁内ＬＡＮに接続されている他の端末からＩＣカード取扱端末

へのアクセスは認めない設定とすること。 

・また，庁内ＬＡＮとＩＣカード取扱端末を接続する場合において，庁内ＬＡＮ側のセキュ

リティを確保するためのＦＷの設置の要否については，各市町村の判断により，検討・決

定する必要がある。 

 

   ■ＬＧＷＡＮと接続しない場合 

・庁内ＬＡＮと接続を想定する場合は，庁内ＬＡＮに接続されている他の端末からＩＣカー

ド取扱端末へのアクセスは認めない設定とすること。 

・また，庁内ＬＡＮとＩＣカード取扱端末を接続する場合において，庁内ＬＡＮ側のセキュ

リティを確保するためのＦＷの設置の要否については，各市町村の判断により，検討・決

定する必要がある。 

 

 

３．３．３．その他 

法務省が配布する情報連携端末及びＩＣカード取扱端末は専用端末として整備するため，法務

省が配布するもの以外のアプリケーションのインストールは原則として禁止する。また，法務省

から配布されているアプリケーションの削除・改造は法務省から特段の指示がない限り禁止する。 



Copyright © 2010-2012 Panasonic System Solutions Japan Co., Ltd. 

 
3-32 

 

３．４．庁内ＬＡＮ等との接続について 

 

３．４．１．情報連携端末 

情報連携端末は，法務省通知，市町村通知等のデータ連携を在留カード等発行システムの市町

村連携サーバと実施する必要があるため，ＬＧＷＡＮとの接続が必須となる。 

しかし，ＬＧＷＡＮとの接続形態については，市町村によって異なることが想定されるため，

以下に想定される接続構成を記述する。 

なお，市町村の実状を踏まえ，以下の３つの想定パターン（注）以外での接続を希望する市町

村については，別途，法務省と協議するものとする。 

   （注）総務省「実務研究会」第８回（資料２）による。 

 

 【ＬＧＷＡＮ接続パターン①（情報系庁内ＬＡＮと接続している市町村）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※情報連携端末を庁内ＬＡＮと接続させる，もしくは庁内ＬＡＮのＦＷ（ＤＭＺ）等から接続させるか等については，市町

村の実状に合わせた接続になると想定される。 

  ※情報連携端末と庁内ＬＡＮ等のネットワークや既存住基ＤＢをオンライン接続する場合は，原則として，法務省にて配布

予定のＦＷの外側で接続するものとする。 

 

法

務

省

ＣＳ Ｆ
Ｗ

既存住基
端末

情報連携端末（注１）

ＬＧＷＡＮ接続端末

ＬＧＷＡＮ接続端末

Ｆ
Ｗ

指定情報
処理機関
（サーバ）

サービス
提供設備

総

合

行

政

ネ
ッ
ト
ワ
ー

ク

（
Ｌ

Ｇ

Ｗ

Ａ

Ｎ
）

業務系庁内ＬＡＮ

情報系庁内ＬＡＮ

連携

既存住基

DB

既存住基
端末

転入届等

転入届等

支所・出張所
の転入届等も
反映

（注１）情報の中継を目的（個人情報のデータベースを構築しない。）

住居地の通知・住民票記載等に係る通知

在留資格等に係る通知

市町村
（本庁）
市町村
（本庁）

支所

出張所
住
民
基
本
台
帳

ネ
ッ
ト
ワ
ー

ク

Ｆ
Ｗ

Ｆ
Ｗ

（※） 
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 【ＬＧＷＡＮ接続パターン②（業務系庁内ＬＡＮと接続している市町村）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※情報連携端末を庁内ＬＡＮと接続させる，もしくは庁内ＬＡＮのＦＷ（ＤＭＺ）等から接続させるか等については，市町

村の実状に合わせた接続になると想定される。 

法

務

省

ＣＳ Ｆ
Ｗ

既存住基
端末

情報連携端末（注２）

Ｆ
Ｗ

指定情報
処理機関
（サーバ）

総

合

行

政

ネ
ッ
ト
ワ
ー

ク

（
Ｌ

Ｇ

Ｗ

Ａ

Ｎ
）

業務系庁内ＬＡＮ

連携

既存住基

ＤＢ

転入届等

支所・出張所
の転入届等も
反映

（注２）情報の中継を目的（個人情報のデータベースを構築しない。）

市町村
（本庁）
市町村
（本庁）

支所

出張所
住
民
基
本
台
帳

ネ
ッ
ト
ワ
ー

ク

サービス
提供設備

ＬＧＷＡＮ接続端末

住居地の通知・住民票記載等に係る通知

在留資格等に係る通知

ＬＧＷＡＮ接続端末

Ｆ
Ｗ

Ｆ
Ｗ

（※） 
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 【ＬＧＷＡＮ接続パターン③（庁内ＬＡＮと接続していない市町村）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※情報連携端末を庁内ＬＡＮと接続させる，もしくは庁内ＬＡＮのＦＷ（ＤＭＺ）等から接続させるか等については，市町

村の実状に合わせた接続になると想定される。 

※情報連携端末と庁内ＬＡＮ等のネットワークや既存住基ＤＢをオンライン接続する場合は，原則として，法務省にて配布

予定のＦＷの外側で接続するものとする。 

 

 

法

務

省

ＣＳ Ｆ
Ｗ

既存住基
端末

情報連携端末（注３）

ＬＧＷＡＮ接続端末

Ｆ
Ｗ

指定情報
処理機関
（サーバ）

総

合

行

政

ネ
ッ
ト
ワ
ー

ク

（
Ｌ

Ｇ

Ｗ

Ａ

Ｎ
）

業務系庁内ＬＡＮ

連携

既存住基

DB

既存住基
端末

転入届等

転入届等

支所・出張所
の転入届等も
反映

（注３）情報の中継を目的（個人情報のデータベースを構築しない。）

住居地の通知・住民票記載等に係る通知

在留資格等に係る通知

市町村
（本庁）
市町村
（本庁）

支所

出張所
住
民
基
本
台
帳

ネ
ッ
ト
ワ
ー

ク

サービス
提供設備

Ｆ
Ｗ

情報系庁内ＬＡＮＦ
Ｗ

（※） 
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３．４．２．ＩＣカード取扱端末 

ＩＣカード取扱端末は，在留カード等のＩＣチップの書込み，読出し及び読取り機能が実装さ

れる予定である。（「３．２．３．ＩＣカード取扱端末の機能」を参照 

 

ＩＣチップの読出し及び読取り機能は，スタンドアローンでの運用も可能とするが，ＩＣチッ

プの書込み機能は書込み権限の認証制御を行う必要があるため，ＬＧＷＡＮとの接続が必須とな

る。また，ＬＧＷＡＮと接続することで在留カード等に格納されている電子証明書の検証を行う

ことができる。 

ただし，法務省においては，本システムにおいてＩＣチップの書込み機能は設けるものの，（現

時点において必要なネットワーク等の環境整備が困難（又は不確定）な事情を抱えている市町村

が少なからず存在することから）住居地情報のＩＣチップへの書込みは当分の間行わない方針で

ある。 

 

以下に，想定されるＩＣカード取扱端末の接続構成を記述するものとする。 

 

 【ＬＧＷＡＮ接続パターン①（情報系庁内ＬＡＮと接続している市町村）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ＩＣカード取扱端末を庁内ＬＡＮと接続させる，もしくは庁内ＬＡＮのＦＷ（ＤＭＺ）等から接続させるか等については，

市町村の実状に合わせた接続になると想定される。また，各市町村のセキュリティポリシー上，ＩＣカード取扱端末の庁

内ＬＡＮへの接続が困難な場合は，同ポリシーが改正されるまでの当分の間，ＩＣカード取扱端末をスタンドアローン運

用することも可能とする。 

法

務

省

ＣＳ Ｆ
Ｗ 既存住基

端末

ＬＧＷＡＮ接続端末

ＬＧＷＡＮ接続端末

Ｆ
Ｗ

指定情報
処理機関
（サーバ）

サービス
提供設備

総

合

行

政

ネ
ッ
ト
ワ
ー

ク

（
Ｌ

Ｇ

Ｗ

Ａ

Ｎ
）

業務系庁内ＬＡＮ

情報系庁内ＬＡＮ

既存住基

DB

既存住基
端末

転入届等

転入届等

転入届等

市町村
（本庁）
市町村
（本庁）

支所

出張所
住
民
基
本
台
帳

ネ
ッ
ト
ワ
ー

ク

Ｆ
Ｗ

Ｆ
Ｗ

ＩＣカード取扱端末
＋ カードリーダ／ライタ

Ｆ
Ｗ

ＩＣカード取扱端末
＋ カードリーダ／ライタ

（※） 
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 【ＬＧＷＡＮ接続パターン②（業務系庁内ＬＡＮと接続している市町村）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ＩＣカード取扱端末を庁内ＬＡＮと接続させる，もしくは庁内ＬＡＮのＦＷ（ＤＭＺ）等から接続させるか等については，

市町村の実状に合わせた接続になると想定される。また，各市町村のセキュリティポリシー上，ＩＣカード取扱端末の庁

内ＬＡＮへの接続が困難な場合は，同ポリシーが改正されるまでの当分の間，ＩＣカード取扱端末をスタンドアローン運

用することも可能とする。 

 

法

務

省

ＣＳ Ｆ
Ｗ

Ｆ
Ｗ

指定情報
処理機関
（サーバ）

サービス
提供設備

総

合

行

政

ネ
ッ
ト
ワ
ー

ク

（
Ｌ

Ｇ

Ｗ

Ａ

Ｎ
）

業務系庁内ＬＡＮ

情報系庁内ＬＡＮ

既存住基

DB

既存住基

DB

既存住基
端末

転入届等

転入届等

市町村
（本庁）
市町村
（本庁）

支所

出張所
住
民
基
本
台
帳

ネ
ッ
ト
ワ
ー

ク

Ｆ
Ｗ

Ｆ
Ｗ

ＩＣカード取扱端末
＋ カードリーダ／ライタ

Ｆ
Ｗ

ＩＣカード取扱端末
＋ カードリーダ／ライタ

既存住基
端末

ＬＧＷＡＮ接続端末ＬＧＷＡＮ接続端末

ＬＧＷＡＮ接続端末ＬＧＷＡＮ接続端末

（※） 
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 【ＬＧＷＡＮと接続できない場合（庁内ＬＡＮと接続していない市町村）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ※庁内ＬＡＮがＬＧＷＡＮ未接続であるため，ＩＣカード取扱端末を庁内ＬＡＮに接続してもＬＧＷＡＮと繋がらない。 

   ※庁内ＬＡＮがＬＧＷＡＮに接続されるまでの等分の間，ＩＣカード取扱端末をスタンドアローンで運用することも可能

とする。 

 

法

務

省

ＣＳ Ｆ
Ｗ 既存住基

端末

Ｆ
Ｗ

指定情報
処理機関
（サーバ）

サービス
提供設備

総

合

行

政

ネ
ッ
ト
ワ
ー

ク

（
Ｌ

Ｇ

Ｗ

Ａ

Ｎ
）

業務系庁内ＬＡＮ

情報系庁内ＬＡＮ

既存住基

DB

既存住基
端末

転入届等

転入届等

転入届等

市町村
（本庁）
市町村
（本庁）

支所

出張所
住
民
基
本
台
帳

ネ
ッ
ト
ワ
ー

ク

ＬＧＷＡＮ
接続端末

Ｆ
Ｗ

Ｆ
Ｗ

ＩＣカード取扱端末
＋ カードリーダ／ライタ

Ｆ
Ｗ

ＩＣカード取扱端末
＋ カードリーダ／ライタ

未接続

（※） 



４．連携方式
４．１．データ連携フロー
４．１．１．法務省通知（オンライン連携）

　単純出国

窓口既存住基ＤＢ ＬＧＷＡＮ 市町村連携サーバ

在留カード等発行システム既存住基システム

出国ブース地方入国管理局
総合行政

ネットワーク
法務省

窓口 既存住基ＤＢ入力端末

市区町村

情報連携端末 窓口統合ＤＢ等

法務省通知ﾌｫﾙﾀﾞ 
 

法務省通知 

取得通知ﾌｫﾙﾀﾞ 
 

法務省通知ﾌｫﾙﾀﾞ 
 

ICｶｰﾄﾞR/W 

回収 

在留ｶｰﾄﾞ在留ｶｰﾄﾞ 申請 

発行 

統合ＤＢ 

法務省通知 
連携ﾃﾞｰﾀ抽出 

法務省通知 

法務省通知

ファイル 

法務省通知 

法務省通知 
ファイル取得 

暗号化 

既存住基ＤＢ 

市町村の運用による

法務省通知データの

①情報連携端末は「１０．１．法務省通知連携タイミング」に示す連携タイミングにより，法務省通 

 知ファイルを法務省通知フォルダに自動受信する。自動取込みの時間帯については，今後の調整事 

 項とする。取込み後，文字コード変換（「７.文字コードの扱い」参照）及び暗号化を行い，法務 

 省通知取得フォルダに出力する。 

②既存住基システムにて情報連携端末の法務省通知取得依頼フォルダに取得依頼ファイルを送信す 

 る。 

③情報連携端末で定期的に法務省通知取得依頼フォルダを参照し，取得依頼ファイル（ＣＳＶ：０バ 

 イト）を検知する。 

 検知時，法務省通知フォルダに暗号化保持している法務省通知ファイルを復号し，法務省通知フォ 

 ルダ（オンライン用）に出力する。出力後，法務省通知取得依頼フォルダの取得依頼ファイル及び 

 法務省通知フォルダの法務省通知ファイルを削除する。 

④既存住基システムにて情報連携端末の法務省通知フォルダ（オンライン用）に保持している法務省 

 通知ファイル（ＣＳＶ）をＦＴＰにて取り出す。取得については一定時間（数分程度を想定）の待 

 ち合わせを要する。 

⑤既存住基システムでは法務省通知ファイル取得後，法務省通知取得通知フォルダに同名のファイル 

 （ＣＳＶ:０バイト）を出力し，取得したことを情報連携端末に通知すること。 

⑥情報連携端末で定期的に法務省通知取得通知フォルダを参照し，取得通知ファイルを検知する。 

 検知時，⑦の処理後，法務省通知取得通知フォルダの取得通知ファイル及び法務省通知取得フォル 

 ダの法務省通知ファイルを削除する。 

⑦情報連携端末で⑥にて検知時，統合ＤＢに連携が完了したことを通知する。 

 

 ※本連携を実施するためには、本連携Ｉ／Ｆ仕様書を踏まえた既存住基システム側の改修（②、 

  ④及び⑤の機能の実装等）が必要と考えられる（改修の要否等については各市町村側の判断によ 

【法務省通知 オンライン連携】 

法務省通知 
取得履歴更新 

統合ＤＢ 
法務省通知 

取得通知 

削除 取得 

自動 

① 

② 

③ 

④ 
⑥ 

①の後，法務省通知

フォルダから削除す

１日１回自動取込み 

※手動取込みは4-4

ページを参照 

⑦ 

文字ｺｰﾄﾞ変換 

取得依頼 

法務省通知 

取得依頼ﾌｫﾙﾀﾞ 
 

取得依頼 

法務省通知

ファイル 
取得依頼監視 

取得 

法務省通知 

ﾌｫﾙﾀﾞ（ｵﾝﾗｲﾝ用） 
 

法務省通知 

法務省通知 ⑤ 

復号 

待ち合わせ 

削除 自動 

削除 取得 

削除 
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４．１．２．法務省通知（外部記憶媒体連携）

　単純出国

窓口 既存住基ＤＢ入力端末

市区町村

情報連携端末 窓口統合ＤＢ等 窓口既存住基ＤＢ ＬＧＷＡＮ 市町村連携サーバ

在留カード等発行システム既存住基システム

出国ブース地方入国管理局
総合行政

ネットワーク
法務省

法務省通知 

取得通知ﾌｫﾙﾀﾞ 
 

法務省通知ﾌｫﾙﾀﾞ 
 

ICｶｰﾄﾞR/W 

回収 

在留ｶｰﾄﾞ在留ｶｰﾄﾞ 申請 

発行 

統合ＤＢ 

法務省通知 
連携ﾃﾞｰﾀ抽出 

法務省通知

ファイル 

法務省通知 

法務省通知 
ファイル取得 

暗号化 

①情報連携端末は「１０．１．法務省通知連携タイミング」に示す連携タイミングにより、法務省通 

 知ファイルを法務省通知フォルダに自動受信する。自動取込みの時間帯については，今後の調整事 

 項とする。取込み後，文字コード変換（「７．文字コードの扱い」参照）及び暗号化を行い，法務 

 省通知フォルダに出力する。 

②情報連携端末の法務省通知ファイル出力処理にて法務省通知フォルダに保持している法務省通知 

 ファイル（ＣＳＶ）を復号した後，外部記憶媒体（ＵＳＢメモリ等）に出力する。 

③外部記憶媒体に格納した法務省通知ファイルの内容を確認し，既存住基システムの入力元ファイル 

 とする。（既存住基システムへの反映方法は各市町村の運用とする。） 

④情報連携端末にて②外部記憶媒体にファイル出力をもって，連携したとみなし，法務省通知取得通 

 知フォルダに同名のファイルを出力する。 

⑤情報連携端末で定期的に法務省通知取得通知フォルダを参照し，取得通知ファイルを検知する。 

⑥情報連携端末で⑤にて検知時，統合ＤＢに連携が完了したことを通知する。 

⑦情報連携端末で⑤にて検知時，連携が完了した法務省通知ファイルを法務省通知フォルダから削除 

 する。 

⑧情報連携端末で法務省通知取得通知フォルダから取得通知ファイルを削除する。 

 

 ※③（既存住基システムへの反映）を自動化・省力化するためには、既存住基システムの改修が必 

  要と考えられる（改修の要否等については各市町村側の判断による）。 

 ※画面表示している法務省通知ファイルの内容をＰＤＦファイルとして出力して参照した場合は， 

  情報連携端末に当該ＰＤＦファイルを不必要に残さない（参照後は速やかに情報連携端末から削 

【法務省通知 外部記憶媒体連携】 

法務省通知 
取得履歴更新 

統合ＤＢ 

取得通知 

削除 

削除 取得 

自動 

① 

⑤ 

①の後，法務省通知

フォルダから削除す

⑥ 

⑦ 

⑧ 

文字ｺｰﾄﾞ変換 

既存住基ＤＢ 

② 

③ 

④ 

法務省通知 
ファイル出力 

外部記憶媒体 
 

法務省通知 

CSV 

市町村の運用による

法務省通知ファイル

内容確認 

入力 

出力指示 

外部記憶媒体 
 

法務省通知 

CSV 

１日１回自動取込み 

※手動取込みは4-4

ページを参照 

法務省通知ﾌｫﾙﾀﾞ 
 

法務省通知 

復号 
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４．１．３．法務省通知（手入力支援）

　単純出国

窓口既存住基ＤＢ ＬＧＷＡＮ 市町村連携サーバ

在留カード等発行システム既存住基システム

出国ブース地方入国管理局
総合行政

ネットワーク
法務省

窓口 既存住基ＤＢ入力端末

市区町村

情報連携端末 窓口統合ＤＢ等

法務省通知ﾌｫﾙﾀﾞ 
 

法務省通知 

取得通知ﾌｫﾙﾀﾞ 
 

法務省通知ﾌｫﾙﾀﾞ 
 

ICｶｰﾄﾞR/W 

回収 

在留ｶｰﾄﾞ在留ｶｰﾄﾞ 申請 

発行 

統合ＤＢ 

法務省通知 
連携ﾃﾞｰﾀ抽出 

法務省通知 

法務省通知

ファイル 

法務省通知 

法務省通知 
ファイル取得 

暗号化 

①情報連携端末は「１０．１．法務省通知連携タイミング」に示す連携タイミングにより、法務省通知 

 ファイルを法務省通知フォルダに自動受信する。自動取込みの時間帯については，今後の調整事項と 

 する。取込み後，文字コード変換（「７．文字コードの扱い」参照）及び暗号化を行い，法務省通知 

 フォルダに出力する。 

②情報連携端末の法務省通知ファイル出力処理にて法務省通知フォルダに保持している法務省通知（Ｐ 

 ＤＦ）を復号後，情報連携端末内のＰＤＦ格納フォルダに出力されるので，市町村職員の操作により、 

 外部記憶媒体（ＵＳＢメモリ等）に移動する。 

③外部記憶媒体に格納した法務省通知（ＰＤＦ）をプリンター等で印刷し内容確認する。既存住基シス  

 テムの入力元ファイルとする。（既存住基システムへの反映方法は各市町村の運用とする。） 

④情報連携端末にて②外部記憶媒体にＰＤＦ出力をもって，連携したとみなし，法務省通知取得通知フォ 

 ルダに同名のファイルを出力し，取得したことを情報連携端末に通知すること。 

⑤情報連携端末で定期的に法務省通知取得通知フォルダを参照し，取得通知ファイルを検知する。 

⑥情報連携端末で⑤にて検知時，統合ＤＢに連携が完了したことを通知する。 

⑦情報連携端末で⑤にて検知時，連携が完了した法務省通知ファイルを法務省通知フォルダから削除す 

 る。 

⑧情報連携端末で法務省通知取得通知フォルダから取得通知ファイルを削除する。 

 

 ※②～③の市町村側の運用は、各市町村において想定される運用の１パターンを例示したにすぎない。 

  法務省通知（ＰＤＦ）の内容を具体的にどのような方法により既存住基ＤＢに反映させるかは、各市 

  町村側の判断による。但し、情報連携端末に法務省通知（ＰＤＦ）を不必要に残さない（連携後は速 

【法務省通知 手入力支援】 

法務省通知 
取得履歴更新 

統合ＤＢ 

取得通知 

削除 

削除 取得 

自動 

① 

⑤ 

①の後，法務省通知

フォルダから削除す

１日１回自動取込み 

※手動取込みは4-4

ページを参照 

⑥ 

⑦ 

⑧ 

文字ｺｰﾄﾞ変換 

既存住基ＤＢ 

② 

③ 

④ 

法務省通知 
ファイル出力 

外部記憶媒体 
 

市町村の運用による

法務省通知ファイル

プリントアウト 

手入力 

出力指示 

法務省通知 

ＰＤＦ格納ﾌｫﾙﾀﾞ 
 

法務省通知 

外部記憶媒体を用い

て法務省通知ファイ

ル(PDF)を移送する場
復号 
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４．１．４．法務省通知（最新法務省通知取得）

　単純出国

窓口既存住基ＤＢ ＬＧＷＡＮ 市町村連携サーバ

在留カード等発行システム既存住基システム

出国ブース地方入国管理局
総合行政

ネットワーク
法務省

窓口 既存住基ＤＢ入力端末

市区町村

情報連携端末 窓口統合ＤＢ等

法務省通知ﾌｫﾙﾀﾞ 
 

法務省通知 

取得通知ﾌｫﾙﾀﾞ 
 

法務省通知ﾌｫﾙﾀﾞ 
 

ICｶｰﾄﾞR/W 

回収 

在留ｶｰﾄﾞ在留ｶｰﾄﾞ 申請 

発行 

統合ＤＢ 

法務省通知 
連携ﾃﾞｰﾀ抽出 

法務省通知 

法務省通知

ファイル 

法務省通知 

法務省通知 
ファイル取得 

暗号化 

①法務省通知ファイルの連携方法は自動取得の他に，最新の法務省通知情報を取得したい場合に 

 市町村職員の手動操作によって取得が可能。 

  

 ※法務省通知ファイル取得後の流れは通常の連携方法と同様。 

【法務省通知 最新法務省通知取得】 

法務省通知 
取得履歴更新 

統合ＤＢ 

取得通知 

削除 

削除 取得 

自動 

① 

①の後，法務省通知

フォルダから削除す

文字ｺｰﾄﾞ変換 

 
  既存住基システムへの連携方法は 
 
   ・４．１．１．法務省通知（オンライン連携） 
   ・４．１．２．法務省通知（外部記憶媒体連携） 
   ・４．１．３．法務省通知（手入力支援） 
   
  を参照 

取得指示 

市町村職員の手動操

作による最新法務省

通知の取得指示 
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４．１．５．法務省通知（過去履歴参照）

窓口 既存住基ＤＢ入力端末

市区町村

情報連携端末 窓口統合ＤＢ等 窓口既存住基ＤＢ ＬＧＷＡＮ 市町村連携サーバ

在留カード等発行システム既存住基システム

出国ブース地方入国管理局
総合行政

ネットワーク
法務省

法務省通知過去 

履歴ﾌｫﾙﾀﾞ 
 

法務省通知 

取得通知ﾌｫﾙﾀﾞ 
 

法務省通知ﾌｫﾙﾀﾞ 
 

法務省通知 

法務省通知

ファイル 

法務省通知 

法務省通知 
ファイル取得 

暗号化 

①市町村連携サーバでは，過去に連携した法務省通知ファイルを一定期間保持している。 

②一定期間保持している法務省通知ファイルを市町村職員の手動操作によってファイル一覧を表示 

 することができ，過去の情報についても再取得することが可能。 

  

 ※法務省通知ファイル取得後の流れは通常の連携方法と同様。 

 ※本機能は，情報連携端末を管理する市町村職員が再取得ボタンを手動で押下することによって， 

  過去の法務省通知を取得する機能であり，既存住基システムと市町村連携サーバの間で直接自動 

  連携を行う機能は有していない。 

 ※過去履歴をどの程度の期間，市町村連携サーバで保有するかは，今後の検討となる。（現時点で 

  は，概ね１０日間程度保有することを想定している。） 

 

【法務省通知 過去履歴参照】 

法務省通知 
取得履歴更新 

統合ＤＢ 

取得通知 

削除 

削除 取得 

自動 

② 
文字ｺｰﾄﾞ変換 

 
  既存住基システムへの連携方法は 
 
   ・４．１．１．法務省通知（オンライン連携） 
   ・４．１．２．法務省通知（外部記憶媒体連携） 
   ・４．１．３．法務省通知（手入力支援） 
   
  を参照 

法務省通知ﾌｫﾙﾀﾞ 
 

法務省通知 

市町村職員の手動操

作による過去履歴の

取得指示 

① 
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４．１．６．市町村通知（オンライン連携）

窓口 住基端末 既存住基ＤＢ

既存住基システム 在留カード等発行システム

市区町村
総合行政

ネットワーク
法務省 地方入国管理局 出国ブース

窓口ＬＧＷＡＮ 市町村連携サーバ 統合ＤＢ等 窓口情報連携端末

市町村通知ﾌｫﾙﾀﾞ 
 

①通常の転入届に係る既存住基システムへの入力処理のほか，市町村の住民行政窓口から，情報連携端末 

 を管理する職員に対し，別途，ＦＡＸ又はメールにより，当該転入届等に関しては住居地の届出が同時 

 に行われていない，又は住居地の届出のみが行われた旨を連絡する。 

②既存住基システムにて市町村通知ファイル（ＣＳＶ）を情報連携端末の市町村通知フォルダにＦＴＰ 

 転送にて送信する。出力する市町村通知ファイルの文字コードについては住基統一文字コードとする。 

 特別永住者証明書交付年月日の通知を含めることも可能とする。 

③既存住基システムでは市町村通知ファイルを送信後、市町村通知送信通知フォルダに同名のファイル 

 （ＣＳＶ：０バイト）を出力し、送信したことを情報連携端末に通知する。（＜参考資料２＞参照） 

④情報連携端末では一定間隔で市町村通知送信通知フォルダを参照し，市町村通知ファイルを取込みを 

 行う。取込み時，文字コード変換，データチェック，ファイル名変更，暗号化を行う。 

 データチェックはカラム数，文字種，日付，在留カード等番号のチェックデジット，異動事由コード 

 に対応する必須項目のチェックを行う。 

 チェック結果がＯＫ時，ファイル名が命名規約（８－６ページ参照）に沿っていない場合，ファイル名 

 の変更（３－１２ページ参照）を行う。 

⑤中長期在留者及び特別永住者の転入届等のレコードに異動事由コード「000」から「006」までのいず 

 れかが存在する場合，①で別途ＦＡＸ又はメールにて連絡のあった外国人の届出等について，住居地の 

 届出の有無及び住居地の届出のみが行われた旨について補正を行う。補正後，又は異動事由コード 

 「000」から「006」までのいずれかが存在しない場合，④で生成されたファイルに対して暗号化を行 

 う。市町村通知フォルダに格納されている市町村通知ファイルは削除する。チェック結果がＮＧの処理 

 については，「エラー情報」（４－１１ページ参照）に記載する。 

⑥「１０．２．市町村通知連携タイミング」に示す連携タイミングにより、情報連携端末の市町村通知 

 ファイル送信処理にて市町村通知ファイルを市町村連携サーバに送信する。この時，送信元ファイル 

 は暗号化されている為，復号した後，送信する。 

 ※メニューから「市町村通知手動送信機能」による手動送信も可能とする。 

⑦市町村連携サーバに連携された市町村通知ファイルを１日１回統合ＤＢに更新する。 

 

 ※本連携を実施するためには、本連携Ｉ／Ｆ仕様書を踏まえた既存住基システム側の改修（市町村通知 

  ファイルの抽出・作成や①、②の機能など）が必要と考えられる（改修の要否等については各市町村 

  側の判断による）。 

  ※当処理は自動処理を想定するものであるが，⑤で補正が必要となる場合，補正（手作業を要す 

  る）を行う事となる。また，市町村通知ファイル取込処理はバッチ機能である為，補正が必要となる 

  場合，補正が完了するまで市町村通知ファイル取込処理は終了しないことに留意する。 

【市町村通知 オンライン連携】 

市町村通知 

自動 

取込後，市町村通知

フォルダから市町村通

知ファイルを削除する。 

届出書の受付 

審査・確認 

住民票の記載 

本人確認情報の更

職権による住民票の

削除 

又は 

職権による住民票の

既存住基ＤＢ 

市町村通知 
② 

④ 

市町村の運用による

市町村通知ファイル

市町村通知 

送信通知ﾌｫﾙﾀﾞ 
 

送信通知 送信通知 

③ 
データチェックの結果

エラーの場合は4-9

ページを参照。 

住居地有無 
補正 

中長期在留者及び特別永

住者の転入届等のレコー

ドに異動事由コード

「000」から「006」まで

のいずれかが存在する場

合 

異動事由コード「000」か

ら「006」までのいずれか

が存在しない場合 

次ページへ 

① 

⑤ 

市町村通知 
ファイル取込 

文字ｺｰﾄﾞ変換 

市町村通知 
ファイル取込 

暗号化 

ＦＡＸ／メール等で

住居地の届出が同時

に行われていない旨

を連絡（支所・出張

所等を含む） 

ﾃﾞｰﾀﾁｪｯｸ 

ﾌｧｲﾙ名変更 
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４．１．６．市町村通知（オンライン連携）

窓口 住基端末 既存住基ＤＢ

既存住基システム 在留カード等発行システム

市区町村
総合行政

ネットワーク
法務省 地方入国管理局 出国ブース

窓口ＬＧＷＡＮ 市町村連携サーバ 統合ＤＢ等 窓口情報連携端末

統合ＤＢ 

市町村通知 
ファイル更新 

自動 市町村通知 

市町村通知 

市町村通知

ファイル送信 

市町村通知 

自動 

復号 

送信後,④（暗号化された市町村通知ファイ

ル），⑥（送信された市町村通知ファイ

ル）の市町村通知ファイル削除 

送信 

⑥ 

⑦ 

メニューから「市町村

通知手動送信機能」に

よる手動送信も可能 
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４．１．７．市町村通知（外部記憶媒体連携）

情報連携端末窓口 住基端末 既存住基ＤＢ 窓口ＬＧＷＡＮ 市町村連携サーバ 統合ＤＢ等 窓口

既存住基システム 在留カード等発行システム

市区町村
総合行政

ネットワーク
法務省 地方入国管理局 出国ブース

自動 

届出書の受付 

審査・確認 

住民票の記載 

本人確認情報の更

職権による住民票の

削除 

又は 

職権による住民票の

既存住基ＤＢ 

③ 

市町村の運用による

市町村通知ファイル

データチェックの結果

エラーの場合は4-9

ページを参照。 

住居地有無 
補正 

中長期在留者及び特別永住

者の転入届等のレコードに

異動事由コード「000」か

ら「006」までのいずれか

が存在する場合 

異動事由コード「000」か

ら「006」までのいずれか

が存在しない場合 

次ページへ 

① 

④ 

市町村通知 
ファイル取込 

文字ｺｰﾄﾞ変換 

市町村通知 
ファイル取込 

暗号化 

ＦＡＸ／メール等で

住居地の届出が同時

に行われていない旨

を連絡（支所・出張

所等を含む） 

外部記憶媒体 
 ② 

市町村通知 

市町村職員の手動操

作による取込指示 

取込指示 

①通常の転入届に係る既存住基システムへの入力処理のほか，市町村の住民行政窓口から，情報連携端末 

 を管理する職員に対し，別途，ＦＡＸ又はメールにより，当該転入届等に関しては住居地の届出が同時 

 に行われていない，又は住居地の届出のみが行われた旨を連絡する。 

②既存住基システムにて市町村通知ファイルを外部記憶媒体に取り出す。 

 出力する市町村通知ファイルの文字コードについては住基統一文字コードとする。 

③情報連携端末にて市町村職員の手動操作による指示により市町村通知ファイルを取り込む。 

 取込み時，文字コード変換，データチェック，ファイル名変更，暗号化を行う。 

 データチェックはカラム数，文字種，日付，在留カード等番号のチェックデジット，異動事由コードに 

 対応する必須項目のチェックを行う。チェック結果がＯＫ時，ファイル名が命名規約（８－６ページ参 

 照）に沿っていない場合，ファイル名の変更（３－１２ページ参照）を行う。 

④中長期在留者及び特別永住者の転入届等のレコードに異動事由コード「000」から「006」までのいず 

 れかが存在する場合，①で別途ＦＡＸ又はメールにて連絡のあった外国人の届出等について，住居地の 

 届出の有無及び住居地の届出のみが行われた旨について補正を行う。補正後，又は異動事由コード 

 「000」から「006」までのいずれかが存在しない場合，④で生成されたファイルに対して暗号化を 

 行う。市町村通知フォルダに格納されている市町村通知ファイルは削除する。チェック結果がＮＧの処 

 理については，「エラー情報」（４－１１ページ参照）に記載する。 

⑤「１０．２．市町村通知連携タイミング」に示す連携タイミングにより、情報連携端末の市町村通知 

 ファイル送信処理にて市町村通知ファイルを市町村連携サーバに送信する。この時，送信元ファイル 

 は暗号化されている為，復号した後，送信する。 

 ※メニューから「市町村通知手動送信機能」による手動送信も可能とする。 

⑥市町村連携サーバに連携された市町村通知ファイルを１日１回統合ＤＢに更新する。 

【市町村通知 外部記憶媒体連携】 

ﾃﾞｰﾀﾁｪｯｸ 

ﾌｧｲﾙ名変更 
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４．１．７．市町村通知（外部記憶媒体連携）

情報連携端末窓口 住基端末 既存住基ＤＢ 窓口ＬＧＷＡＮ 市町村連携サーバ 統合ＤＢ等 窓口

既存住基システム 在留カード等発行システム

市区町村
総合行政

ネットワーク
法務省 地方入国管理局 出国ブース

統合ＤＢ 

市町村通知 
ファイル更新 

自動 市町村通知 

市町村通知 

市町村通知

ファイル送信 

市町村通知 

自動 

送信後,③（暗号化された市町村通知ファイ

ル），⑤（送信された市町村通知ファイル）

の市町村通知ファイル削除 

送信 

⑤ 

⑥ 

メニューから「市町村

通知手動送信機能」に

よる手動送信も可能 

 復号 
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４．１．８．市町村通知（手入力）

窓口 住基端末 既存住基ＤＢ

既存住基システム 在留カード等発行システム

市区町村
総合行政

ネットワーク
法務省 地方入国管理局 出国ブース

窓口ICカード取扱端末 情報連携端末 ＬＧＷＡＮ 市町村連携サーバ 統合ＤＢ等 窓口

統合ＤＢ 

市町村通知 
ファイル更新 

自動 市町村通知 

市町村通知 

市町村通知 
ファイル送信 

市町村通知 

自動 

送信 

届出書の受付 

審査・確認 

住民票の記載 

本人確認情報の更

職権による住民票の

削除 

又は 

職権による住民票の

既存住基ＤＢ 

① 

② 

③ 

④ 

市町村通知 
ファイル入力 

ﾃﾞｰﾀﾁｪｯｸ 

①市町村職員の操作（手入力）によって情報連携端末の市町村通知入力画面にて市町村通知ファイルを作成 

 する。データチェックは１レコード入力毎に，カラム数，文字種，日付，在留カード等番号のチェックデ 

 ジット，異動事由コードに対応する必須項目のチェックを行う。 

②入力後，市町村通知ファイル作成時，ファイル名変更，暗号化を行う。 

 市町村通知ファイル入力機能は情報連携端末の機能として法務省側で用意する。 

③「１０．２．市町村通知連携タイミング」に示す連携タイミングにより、情報連携端末の市町村通知ファ 

 イル送信処理にて市町村通知ファイルを市町村連携サーバに送信する。 

 この時，送信元ファイルは暗号化されている為，復号した後，送信する。 

 ※メニューから「市町村通知手動送信機能」による手動送信も可能とする。 

④市町村連携サーバに連携された市町村通知ファイルを１日１回統合ＤＢに更新する。 

【市町村通知 手入力】 

市町村職員の操作

画面ｲﾒｰｼﾞ 

データチェックの結果

エラーの場合は4-9

ページを参照。 

メニューから「市町村

通知手動送信機能」に

よる手動送信も可能 

 

送信後,②（暗号化された市町村通知ファイ

ル），③（送信された市町村通知ファイ

ル）の市町村通知ファイル削除 

ﾌｧｲﾙ名変更 

暗号化 

復号 
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４．１．９．市町村通知（エラー情報表示）

市町村連携サーバ

市区町村
総合行政

ネットワーク
法務省

在留カード等発行システム既存住基システム

統合ＤＢ等情報連携端末既存住基ＤＢ入力端末 既存住基ＤＢ ＬＧＷＡＮ

市町村通知 

市町村通知 
ファイル送信 

市町村通知 

自動 

チェックＮＧ 

チェックＯＫ 

エラーファ
イル一覧 

市町村通知ｴﾗｰﾌｫﾙﾀﾞ 

エラー元 

ｴﾗｰﾘｽﾄ 

出力 

既存住基ＤＢ 

市町村通知 

オンライン又は外部

記憶媒体による市町

村通知ファイルの連

市町村通知 
ファイル取込 

ﾃﾞｰﾀﾁｪｯｸ 

市町村通知 

送信 

統合ＤＢ 

市町村通知 
連携ﾃﾞｰﾀ更新 

チェックＮＧ チェックＯＫ 

市町村通知 

エラー 
確認画面 

エラーデータ 

ｴﾗｰﾘｽﾄ 

市町村エラー 
の場合 

市町村通知 
ｴﾗｰﾌｫﾙﾀﾞ 

エラー元 

ｴﾗｰﾘｽﾄ 

オンライン運 外部記憶媒体

エラー元 

ｴﾗｰﾘｽﾄ 

外部記憶媒体 
 

エラー元 

ｴﾗｰﾘｽﾄ 

ｴﾗｰ内容確

認/ﾃﾞｰﾀ修

ｴﾗｰ内容確

認/ﾃﾞｰﾀ修

正 

（情報連携端末でのエラー確認） 

①オンライン又は外部記憶媒体にて情報連携端末に市町村通知ファイルを取り込む際，データチェックを行う。 

 データチェックはカラム数，文字種，日付，在留カード等番号のチェックデジット，異動事由コードに対応する必須項目 

 のチェックを行う。 

 チェック結果がＯＫ時，ファイル名変更，暗号化を行い，④市町村通知ファイル送信の対象とする。 

 チェック結果がＮＧ時，市町村通知ファイルの内，エラーが検出されたレコードを④市町村通知ファイル送信の対象とし 

 ない，（レコード単位） 

②オンライン運用の場合，市町村通知エラーフォルダにエラーリスト（ＰＤＦ），エラー元ファイル（ＣＳＶ）を出力す 

 る。既存住基システムでは定期的にエラーの有無を確認する必要がある。（１日１回程度を想定） 

※②既存住基システムではエラー元ファイル取得後，エラー通知取得通知フォルダに同名のファイル（ＣＳＶ:０バイト）を 

 出力し，同ファイルを取得したことを情報連携端末に通知すること。 

③外部記憶媒体運用の場合，エラーリストを画面に表示する。また市町村通知エラーフォルダから外部記憶媒体にエラーリ 

 スト，エラー元ファイルの出力が可能。 

④①のチェック結果ＯＫの時，情報連携端末の市町村通知ファイル送信処理にて市町村通知ファイルを市町村連携サーバに 

 送信する。この時，送信元ファイルは暗号化されている為，復号した後，送信する。 

（統合ＤＢ更新時のエラー確認） 

⑤市町村通知エラーフォルダ内のエラーファイルについては，エラーとなったレコードを訂正後，それぞれの事由に応じた 

 異動事由コードを設定した上で，通常の市町村通知として送信を行う。送信にあたって，他の市町村通知と別ファイルと 

 する等の処理は不要とする。 

 

 ※市町村連携サーバで行う統合ＤＢとの突合エラーについては，４．１．９（補足）．市町村通知（市町村連携サーバエ 

【市町村通知 エラー情報表示】 

① 

② ③ 

④ 

・エラーの法務省通知 

・メール送信による補正依頼 

 など個別事例により対応 

外部記憶媒体
に出力 

※市町村通知ｴﾗｰﾌｫﾙﾀﾞ 

 又は 
 法務省通知ﾌｫﾙﾀﾞ 

画面ｲﾒｰｼﾞ 

エラー通知 

取得通知ﾌｫﾙﾀﾞ 
 

エラー取得 エラー取得 
※② 

ﾌｧｲﾙ名変更 

暗号化 

復号 

●４．１．９（補足）．市町村通知（市町村連携サーバエラー） 
 を参照 

⑤ 
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４．１．９（補足）．市町村通知（市町村連携サーバエラー）

市区町村
総合行政

ネットワーク
法務省

在留カード等発行システム既存住基システム

統合ＤＢ等情報連携端末既存住基ＤＢ入力端末 既存住基ＤＢ ＬＧＷＡＮ 市町村連携サーバ

市町村毎の抽出 

市町村通知 
ファイル送信 

市町村通知 

自動 

チェックＯＫ 

市町村通知ｴﾗｰﾌｫﾙﾀﾞ 

エラー元 

ｴﾗｰﾘｽﾄ 

既存住基ＤＢ 

市町村通知 

オンライン又は外部

記憶媒体による市町

村通知ファイルの連
市町村通知 
ファイル取込 

ﾃﾞｰﾀﾁｪｯｸ 

市町村通知 
送信 

統合ＤＢ 

市町村通知 
連携ﾃﾞｰﾀ更新 

チェックＮＧ チェックＯＫ 

市町村通知 
ｴﾗｰ情報 

エラー 
確認画面 

エラーデータ 

ｴﾗｰﾘｽﾄ 

軽微なエラー以

市町村通知 
ｴﾗｰﾌｫﾙﾀﾞ 

エラー元 

ｴﾗｰﾘｽﾄ 
エラー元 
ファイル 

ｴﾗｰﾘｽﾄ 

外部記憶媒体 
 

エラー元 
ファイル 

ｴﾗｰﾘｽﾄ 

ｴﾗｰ内容確

認/ﾃﾞｰﾀ修

ｴﾗｰ内容確

認/ﾃﾞｰﾀ修

正 

（市町村連携サーバでのエラー確認） 

①市町村連携サーバに連携された市町村通知ファイルを１日１回統合ＤＢに更新する際，データチェックを行う。 

 データチェックは在留カード等番号，氏名（アルファベット・漢字），男女コード，出生の年月日，国籍等コードの統合 

 ＤＢとの突合，事由コードとの組み合わせによる，旧住所/住居地とＤＢの住居地のチェックを行う。チェックＯＫの場 

 合，統合ＤＢを更新する。チェックＮＧの場合，市町村通知エラーデータとしてＤＢに保持される。 

②ＤＢに保持された市町村通知エラー情報について，法務省職員がエラー確認画面において，内容の確認を行う。 

③エラー内容が軽微なものではない場合（例：在留カード等の番号は一致するものの，他の身分事項が全て不一致または送 

 付データが全て不一致等），市町村通知エラーとして，エラーリスト（ＰＤＦ）及びエラーデータファイルの作成を行う。 

 なお，情報連携端末内でのエラーとのファイル名の重複を避けるため，ＬＡＳＤＥＣコード部分に「houmu1」を設定する。 

④③の処理で作成されたファイル等を情報連携端末内の市町村通知エラーフォルダに送信する。市町村では，エラー元ファ 

 イル等の確認を行い，法務省に照会を行う等エラー原因についての対応を行う。エラー訂正後の市町村通知の送信につい 

 ては，「４．１．９．市町村通知（エラー情報表示）」と同じ対応を行う。 

⑤エラー内容が軽微なものであると判断される場合（例：在留カード等の番号が一致するものの，氏名の一部が相違する 

 等），法務省職員がエラー補正画面において，補正入力を行ったうえで，統合ＤＢに登録を行う。 

⑥補正入力を行った情報を基に，法務省通知の作成を行い，法務省通知ファイルの作成を行う。なお，同通知の事由コード 

 は「５００」（誤った法務省通知の訂正）を使用する。 

⑦⑥の処理で作成されたファイル等を情報連携端末内の法務省通知フォルダに送信する。市町村では，法務省通知ファイル 

 の確認を行い，市町村の判断で必要に応じて既存住基ＤＢの更新を行う。 

【市町村通知（市町村連携サーバエラー）】 

① 

② 

③ 

・市町村通知エラーとして送信 

・エラーファイル名については，重複を避ける 

 ためファイル名のＬＡＳＤＥＣコード部分に 

外部記憶媒体
に出力 

法務省通知ﾌｫﾙﾀﾞ 

法務省通知

エラー通知 

取得通知ﾌｫﾙﾀﾞ 
 

エラー取得 エラー取得 

ﾌｧｲﾙ名変更 

暗号化 

復号 

エラー 
補正画面 

エラーを補正した上

でＤＢに登録 
法務省通知

市町村での誤った情

報を補正する法務省

通知を作成 

・法務省通知として送信 
異動事由⇒「５００」を使用 

既存住基ＤＢ 
既存住基 
ＤＢに反映 

④ 

⑤ 

⑥ ⑦ 

軽微なエラーの
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４．１．１０．特別永住者証明書交付年月日入力

窓口 既存住基ＤＢ入力端末 既存住基ＤＢ ICカード取扱端末 窓口 窓口情報連携端末 ＬＧＷＡＮ 市町村連携サーバ 統合ＤＢ等

既存住基システム 在留カード等発行システム

市区町村
総合行政

ネットワーク
法務省 地方入国管理局 出国ブース

画面ｲﾒｰｼﾞ 

画面ｲﾒｰｼﾞ 

交付日未入力ＰＤＦ 

フォルダ 

法務省通知

法務省通知 
ファイル取得 

暗号化 

市町村通知 
ファイル送信 

市町村通知 

復号 

市町村通知 

PDF 

統合ＤＢ 

法務省通知 
ファイル抽出 

法務省通知

交付年月日が設定さ

れていない特別永住

者を対象に抽出 

ICｶｰﾄﾞR/W 

PDF 

手書き等により 
交付年月日を控える 

統合ＤＢ 

市町村通知

ファイル更新 市町村通知 

送信 

業務終了時，交付年

月日入力データの自

動送信又は手動送信 

ＦＡＸ・メールにより適宜送信 

※ 既存住基システムとオンラ 

 イン連携を行っている市町村 

 は，各市町村の判断により既 

 存住基システム側で特別永住 

 者証明書交付年月日の管理を 

 行う場合，「８．３ 市町村 

 通知のファイルレイアウト」 

 を用いてオンライン連携を行 

 うことができる。 

ＦＡＸ・メールにより適宜送信 

復号 

復号 

暗号化 

特
別
永
住
者
証
明
書
 

交
付
年
月
日
未
入
力
リ
ス
ト
 

①情報連携端末は「１０．１．法務省通知連携タイミング」に示す連携タイミングにより、法務省通 

 知ファイルを法務省通知フォルダに自動受信する。自動取込みの時間帯については，今後の調整事 

 項とする。取込み後，文字コード変換（「７．外字コードの扱い」参照）及び暗号化を行い，法務 

 省通知フォルダに出力する。 

②法務省通知ファイル取得にて取込んだ法務省通知ファイルを復号後，交付日未入力ＰＤＦフォルダ 

 に特別永住者証明書交付年月日未入力リスト（ＰＤＦ）を出力する。 

③②にて出力した特別永住者証明書交付年月日未入力リストは，窓口業務用にＦＡＸ・メール等にて 

 適宜送信する。 

④窓口業務において，交付年月日を記入し，ＦＡＸ・メール等にて情報連携端末を運用する市町村 

 職員に適宜送信する。 

⑤④にて送信された情報に基づいて，交付年月日を入力する。 

⑥「１０．２．市町村通知連携タイミング」に示す連携タイミングにより、情報連携端末の市町村 

 通知ファイル送信処理にて市町村通知ファイルを市町村連携サーバに送信する。この時，送信元 

 ファイルは暗号化されている為，復号した後，送信する。 

 ※情報連携端末に特別永住者証明書交付年月日未入力リスト（ＰＤＦ）を不必要に残さない（出力後 

① 

②  

③  

④  ⑤  

【特別永住者証明書交付年月日入力】 

⑥  

特別永住
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４．１．１１．ＩＣチップ書込み

窓口 ICカード取扱端末

在留カード等発行システム

市区町村
総合行政

ネットワーク
法務省

既存住基システム

情報連携端末 ＬＧＷＡＮ 市町村連携サーバ 統合ＤＢ等既存住基ＤＢ入力端末 既存住基ＤＢ

在留ｶｰﾄﾞ

ICｶｰﾄﾞR/W 
申請書 

在留ｶｰﾄﾞ

・ＩＣチップの内容確認 

・偽変造確認 

・画面から住居地情報を入力 

 し，ＩＣチップに書込み 

返却 

提示 

既存住基ＤＢ 

届出書の受付 

審査・確認 

住民票の記載 

本人確認情報の更

ＣＡ証明書 

ＣＲＬ 
（証明書失効ﾘｽﾄ） 

ＣＡ証明書，ＣＲＬにて認証，

失効の照合を行う。 

※１ 画面において新住居地を

入力する際の入力支援機能実装 

ＣＡ証明書 

ＣＲＬ 
（証明書失効ﾘｽﾄ） ＩＣカード取扱端末起動時，

取込みを想定 

 
  市町村通知の連携方法は 
 
   ・４．１．６．市町村通知（オンライン連携） 
   ・４．１．７．市町村通知（外部記憶媒体連携） 
   ・４．１．８．市町村通知（手入力） 
   
  を参照 

ＩＣカード 

書込み 
券面顔写真によ

る本人確認 

在留カード等の裏

面に住居地を裏書

き 

ＩＣチップへ

の書込み権限

認証処理 

統合ＤＢ 

ＩＣチップへの書込み 
権限問合せ 

ＩＣチップへの書込み許可 
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４．１．１２．ＩＣチップ読出し

窓口 ICカード取扱端末

在留カード等発行システム

総合行政
ネットワーク

法務省

既存住基システム

市区町村

情報連携端末 ＬＧＷＡＮ 市町村連携サーバ 統合ＤＢ等既存住基ＤＢ入力端末 既存住基ＤＢ

ＩＣカード取扱端末がＬＧＷＡＮに接続している場合のみ実行可能 

在留ｶｰﾄﾞ

ICｶｰﾄﾞR/W 

在留ｶｰﾄﾞ

・偽変造確認 

・ＩＣチップの内容を画面に 
 表示 

返却 

提示 

ＣＡ証明書 

ＣＲＬ 
（証明書失効ﾘｽﾄ） 

ＣＡ証明書 

ＣＲＬ 
（証明書失効ﾘｽﾄ） ＩＣカード取扱端末起動時，

取込みを想定 

ＩＣカード 

読出し 
券面顔写真によ

る本人確認 

ＣＡ証明書，ＣＲＬにて認証，

失効の照合を行う。 

統合ＤＢ 

4-15 Copyright © 2010-2012 Panasonic System Solutions Japan Co., Ltd.



４．１．１３．ＩＣチップ読取り

ＬＧＷＡＮ 市町村連携サーバ 統合ＤＢ等

在留カード等発行システム

市区町村
総合行政

ネットワーク
法務省

既存住基システム

ICカード取扱端末既存住基ＤＢ入力端末 既存住基ＤＢ窓口 情報連携端末

在留ｶｰﾄﾞ

ICｶｰﾄﾞR/W 
申請書 

在留ｶｰﾄﾞ

・本人確認 

・偽変造確認 

・ＩＣチップの内容を画面に 

返却 

提示 

既存住基ＤＢ 

届出書の受付 

審査・確認 

住民票の記載 

本人確認情報の更

 
  市町村通知の連携方法は 
 
   ・４．１．６．市町村通知（オンライン連携） 
   ・４．１．７．市町村通知（外部記憶媒体連携） 
   ・４．１．８．市町村通知（手入力） 
   
  を参照 

ＩＣカード 

読出し 

外部記憶媒体等 

 

 

 

 

※CSVﾌｧｲﾙの文字 

市町村の運用による，

画面に表示しているＩ

Ｃカード内容をテキス

ト等に貼り付け，外部

媒体等に保存し，情報

連携に使用することを

券面顔写真によ

る本人確認 

ＩＣカード 

読取り 

ＩＣカード取扱端末がＬＧＷＡＮに接続している場合のみ実行可能 

ＣＡ証明書 

ＣＲＬ 
（証明書失効ﾘｽﾄ） 

ＣＡ証明書 

ＣＲＬ 
（証明書失効ﾘｽﾄ） ＩＣカード取扱端末起動時，

取込みを想定 

ＣＡ証明書，ＣＲＬにて認証，

失効の照合を行う。 

統合ＤＢ 

CSVﾌｧｲﾙ 
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４．２．　シーケンス図
４．２．１　通信仕様
　　　　市町村連携サーバ，情報連携端末間は通信プロトコルとしてHTTPにて送受信を行う。
　　　　情報連携端末，住基システム（オンライン運用時）は通信プロトコルとしてＦＴＰにて送受信を行う。

　　　　 (1)　情報連携端末から市町村連携サーバへ要求し返答（データ）を取得する場合

　情報連携端末から市町村連携サーバに対し，要求
　（リクエスト）を行い，結果（レスポンス）を得る。

HTTP(HTTPS)リクエスト

HTTP(HTTPS)レスポンス

　　　　 (2)　情報連携端末から市町村連携サーバへ送信する場合

　情報連携端末から市町村連携サーバに対し，要求
　（リクエスト）を行う。

HTTP(HTTPS)リクエスト

　　　　 (3)　情報連携端末と住基システムを自動で送受信する場合
　既存住基システムによるFTPでのGET，PUTを行う。
　既存住基システム側の処理
　　　法務省通知をファイル取得(GET)した場合，
　　　同ファイル名を所定フォルダ（別途規定）に

FTP（既存住基システムによるGET） 　　　ファイル送信(PUT)し，ファイル取得した通知を行う。
　情報連携端末側の処理

FTP（既存住基システムによるPUT） 　　　既存住基システム側からファイル取得の通知を受け，
　　　連携ファイルを削除する。

業務名(Lv2) 業務名(Lv3)

基本電文構造 －
４．２．シーケンス図

業務名(Lv0)

出入国管理業務

業務名(Lv1)

在留カード等発行

情報連携 市町村連携 

情報連携 市町村連携 

既存住基システム 情報連携端末 
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業務名(Lv2) 業務名(Lv3)

基本電文構造 －
４．２．シーケンス図

業務名(Lv0)

出入国管理業務

業務名(Lv1)

在留カード等発行

４．２．２．　電文仕様

　　　1) 処理要求電文
情報連携端末が処理要求電文を市町村連携サーバへ送信する電文を示す。

　　　2) 処理結果電文
処理要求電文に対して，市町村連携サーバが処理結果電文を返す際の電文を示す。

※電文（業務個別項目）については，８．１基本ファイルレイアウト参照

Server:XX
X

通信プロトコルヘッダー
（HTTPS(HTTP)ヘッダー）

電文

業務個別
項目

CR/LF

HTTP/1.1
200 OK

CR/LF Date:XXX CR/LF
Content-

type:Text/plain;charset="UTF
-8"

CR/LF

Content
-

Length:nn
n

Content
-

Length:nn
n

CR/LF

CR/LF

CR/LF

電文

業務個別項目
POST/XXX
HTTP/1.1

CR/LF
Host:XXX:

80
CR/LF

Content-
type:Text/plain;charset="UTF

-8"
CR/LF

通信プロトコルヘッダー
（HTTPS(HTTP)ヘッダー）
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４．２．３．　端末認証のシーケンス
　　　　端末の認証，及びログイン方法
　　　　・ログインＩＤ，パスワードを在留カード等発行システムで管理し，情報連携端末の業務アプリケーションログイン時，
　　　　　ログインＩＤ，パスワードを参照し，端末の認証を行う。

　　　　・ログインＩＤ，パスワードは在留カード等発行システム（法務省）より指定する。

HTTP(HTTPS)リクエスト

HTTP(HTTPS)レスポンス

業務名(Lv3)

端末認証のシーケンス －
４．２．シーケンス図

業務名(Lv0)

出入国管理業務

業務名(Lv1)

在留カード等発行

業務名(Lv2)

情報連携 
端末 

市町村連携 
サーバ 

ログイン画面でログ
インＩＤ、パスワー
ドを入力 

端末認証判断 

認証結果 

ＯＫ 

ＮＧ 
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４．２．４．法務省通知（オンライン連携）

法務省通知ファイル取得

法務省通知ファイル抽出

法務省通知ファイル抽出応答

法務省通知ファイル取得応答

業務名(Lv2) 業務名(Lv3)

法務省通知 オンライン連携
４．２．シーケンス図

業務名(Lv0)

出入国管理業務

業務名(Lv1)

在留カード等発行

市町村連携 情報連携端末 統合データ管理 既存住基 

起動時間監視 

法務省通知データ抽出 

法務省通知ファイル送信 

法務省通知フォルダ 

法務省通知 
ファイル 

暗号化 

文字コード変換 

暗号化 

統合ＤＢ 
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４．２．４．法務省通知（オンライン連携）

業務名(Lv2) 業務名(Lv3)

法務省通知 オンライン連携
４．２．シーケンス図

業務名(Lv0)

出入国管理業務

業務名(Lv1)

在留カード等発行

市町村連携 情報連携端末 統合データ管理 既存住基 

OPEN(IPｱﾄﾞﾚｽ)
ﾕｰｻﾞID
ﾊﾟｽﾜｰﾄﾞ

法務省通知取得依頼
DISCONNECT

OPEN(IPｱﾄﾞﾚｽ)
ﾕｰｻﾞID
ﾊﾟｽﾜｰﾄﾞ

法務省通知ファイル取得
法務省通知ファイル取得結果

法務省通知ファイル取得通知

DISCONNECT

取得通知ファイル送信 取得通知ファイル送信
取得通知ファイル送信応答

法務省通知ファイル取得依頼監視 

法務省通知ﾌｫﾙﾀﾞ 
（ｵﾝﾗｲﾝ用） 

※２ 履歴更新 

法務省通知 
ファイル 

復号 

法務省通知 
ファイル 

復号 

法務省通知ファイル取得通知監視 

時間待ち合わせ 

法務省通知取得依頼 
ﾌｫﾙﾀﾞ 

取得依頼 
ファイル 

※１ 

法務省通知取得通知 
ﾌｫﾙﾀﾞ 

取得通知 
ファイル 

※１ 

・法務省通知取得依頼フォルダの 

 取得依頼ファイルを削除 

・法務省通知フォルダの 

※２ 

・法務省通知取得通知フォルダの 

 取得通知ファイルを削除 

・法務省通知フォルダ（オンライ 

 ン用）の法務省通知ファイルを 

復号 

法務省通知取得依頼を送信後，一

定時間(数分程度を想定)の待ち合

わせを行う。 

（情報連携端末が法務省通知取得

依頼フォルダを参照し，取得依頼

ファイル検知後，法務省通知ファ
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４．２．５．法務省通知（外部記憶媒体連携）

法務省通知ファイル取得

法務省通知ファイル抽出

法務省通知ファイル抽出応答

法務省通知ファイル取得応答

業務名(Lv3)

法務省通知 外部記憶媒体連携
４．２．シーケンス図

業務名(Lv0)

出入国管理業務

業務名(Lv1)

在留カード等発行

業務名(Lv2)

市町村連携 情報連携端末 統合データ管理 既存住基 

起動時間監視 

法務省通知データ抽出 

法務省通知ファイル送信 

法務省通知フォルダ 

法務省通知 
ファイル 

暗号化 

文字コード変換 

暗号化 

統合ＤＢ 
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４．２．５．法務省通知（外部記憶媒体連携）

業務名(Lv3)

法務省通知 外部記憶媒体連携
４．２．シーケンス図

業務名(Lv0)

出入国管理業務

業務名(Lv1)

在留カード等発行

業務名(Lv2)

市町村連携 情報連携端末 統合データ管理 既存住基 

取得通知ファイル送信
取得通知ファイル送信

取得通知ファイル送信応答

※１ 履歴更新 

法務省通知ファイル取得通知監視 

法務省通知取得通知 
ﾌｫﾙﾀﾞ 

取得通知 
ファイル 

※１ 

・法務省通知取得通知フォルダの 

 取得通知ファイルを削除 

・法務省通知フォルダの 

法務省通知ファイル出力 

外部記憶媒体 

法務省通知 
ファイル 

復号 

復号 
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４．２．６．法務省通知（手入力支援）

法務省通知ファイル取得

法務省通知ファイル抽出

法務省通知ファイル抽出応答

法務省通知ファイル取得応答

業務名(Lv2) 業務名(Lv3)

法務省通知 手入力支援
４．２．シーケンス図

業務名(Lv0)

出入国管理業務

業務名(Lv1)

在留カード等発行

市町村連携 情報連携端末 統合データ管理 既存住基 

起動時間監視 

法務省通知データ抽出 

法務省通知ファイル送信 

法務省通知フォルダ 

法務省通知 
ファイル 

暗号化 

文字コード変換 

暗号化 

統合ＤＢ 
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４．２．６．法務省通知（手入力支援）

業務名(Lv2) 業務名(Lv3)

法務省通知 手入力支援
４．２．シーケンス図

業務名(Lv0)

出入国管理業務

業務名(Lv1)

在留カード等発行

市町村連携 情報連携端末 統合データ管理 既存住基 

取得通知ファイル送信
取得通知ファイル送信

取得通知ファイル送信応答

※１ 履歴更新 

法務省通知ファイル取得通知監視 

法務省通知取得通知 
ﾌｫﾙﾀﾞ 

取得通知 
ファイル 

※１ 

・法務省通知取得通知フォルダの 

 取得通知ファイルを削除 

・法務省通知フォルダの 

法務省通知ファイル出力 

ＰＤＦ格納フォルダ 

法務省通知 
ファイル 

復号 

復号 

外部記憶媒体等による 
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４．２．７．法務省通知（最新法務省通知取得）

法務省通知ファイル取得

法務省通知ファイル抽出
法務省通知ファイル抽出応答

法務省通知ファイル取得応答

取得通知ファイル送信
取得通知ファイル送信

取得通知ファイル送信応答

業務名(Lv3)

法務省通知
最新法務省通知取

得
４．２．シーケンス図

業務名(Lv0)

出入国管理業務

業務名(Lv1)

在留カード等発行

業務名(Lv2)

市町村連携 情報連携端末 統合データ管理 既存住基 

法務省通知取得指示 

法務省通知データ抽出 

法務省通知ファイル送信 

法務省通知フォルダ 

法務省通知 
ファイル 

法務省通知ファイル削除 履歴更新 

暗号化 

既存住基システムへの連携方法は 
   ・４．２．４．法務省通知（オンライン連携） 
   ・４．２．５．法務省通知（外部記憶媒体連携） 
   ・４．２．６．法務省通知（手入力支援） 
  を参照 

文字コード変換 

暗号化 

統合ＤＢ 
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４．２．８．法務省通知（過去履歴参照）

法務省通知ファイル取得

法務省通知ファイル過去取得
法務省通知ファイル過去取得応答

法務省通知ファイル取得応答

取得通知ファイル送信
取得通知ファイル送信

取得通知ファイル送信応答

業務名(Lv2) 業務名(Lv3)

法務省通知 過去履歴参照
４．２．シーケンス図

業務名(Lv0)

出入国管理業務

業務名(Lv1)

在留カード等発行

市町村連携 情報連携端末 統合データ管理 既存住基 

法務省通知過去取得指示 

法務省通知ファイル過去取得 

法務省通知ファイル送信 

法務省通知フォルダ 

法務省通知 
ファイル 

法務省通知ファイル削除 履歴更新 

暗号化 

既存住基システムへの連携方法は 
   ・４．２．４．法務省通知（オンライン連携） 
   ・４．２．５．法務省通知（外部記憶媒体連携） 
   ・４．２．６．法務省通知（手入力支援） 
  を参照 

文字コード変換 

暗号化 

法務省通知過去
フォルダ 

法務省通知 
ファイル 
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４．２．９．市町村通知（オンライン連携）

OPEN(IPｱﾄﾞﾚｽ)
ﾕｰｻﾞID
ﾊﾟｽﾜｰﾄﾞ

市町村通知ファイル送信

市町村通知ファイル送信通知

業務名(Lv3)

市町村通知 オンライン連携
４．２．シーケンス図

業務名(Lv0)

出入国管理業務

業務名(Lv1)

在留カード等発行

業務名(Lv2)

市町村連携 情報連携端末 統合データ管理 既存住基 

市町村通知フォルダ 

市町村通知ファイル取込 

市町村通知 
ファイル 

文字コード変換 

データチェック 

ファイル名変換 

暗号化 

起動時間監視 

市町村通知送信通知 
フォルダ 

送信通知 
ファイル 

住居地有無補正 異動事由コード「000」

から「006」までのいず

れかが存在しない場合 

中長期在留者及び特別永

住者の転入届等のレコー

ドに異動事由コード

「000」から「006」まで

のいずれかが存在する場

合 
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４．２．９．市町村通知（オンライン連携）

業務名(Lv3)

市町村通知 オンライン連携
４．２．シーケンス図

業務名(Lv0)

出入国管理業務

業務名(Lv1)

在留カード等発行

業務名(Lv2)

市町村連携 情報連携端末 統合データ管理 既存住基 

市町村通知ファイル送信
市町村通知ファイル送信

市町村通知ファイル送信通知

履歴更新 

市町村通知 
ファイル 

暗号化 

起動時間監視 

市町村通知ファイル更新 

統合ＤＢ 

市町村通知ファイル送信 

復号 

※１ 

※１ 

・市町村通知送信通知フォルダの 

 送信通知ファイルを削除 

・市町村通知フォルダの 
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４．２．１０．市町村通知（外部記憶媒体連携）

業務名(Lv2) 業務名(Lv3)

市町村通知 外部記憶媒体連携
４．２．シーケンス図

業務名(Lv0)

出入国管理業務

業務名(Lv1)

在留カード等発行

市町村連携 情報連携端末 統合データ管理 既存住基 

外部記憶媒体 

市町村通知ファイル取込 

市町村通知 
ファイル 

文字コード変換 

データチェック 

ファイル名変換 

暗号化 

住居地有無補正 
異動事由コード「000」

から「006」までのいず

れかが存在しない場合 

中長期在留者及び特別永

住者の転入届等のレコー

ドに異動事由コード

「000」から「006」まで

のいずれかが存在する場

合 
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４．２．１０．市町村通知（外部記憶媒体連携）

業務名(Lv2) 業務名(Lv3)

市町村通知 外部記憶媒体連携
４．２．シーケンス図

業務名(Lv0)

出入国管理業務

業務名(Lv1)

在留カード等発行

市町村連携 情報連携端末 統合データ管理 既存住基 

市町村通知ファイル送信
市町村通知ファイル送信

市町村通知ファイル送信通知

履歴更新 

市町村通知 
ファイル 

暗号化 

起動時間監視 

市町村通知ファイル更新 

統合ＤＢ 

市町村通知ファイル送信 

復号 

※１ 

※１ 

・市町村通知送信通知フォルダの 

 送信通知ファイルを削除 

・市町村通知フォルダの 
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４．２．１１．市町村通知（手入力）

市町村通知ファイル送信
市町村通知ファイル送信

市町村通知ファイル送信通知

業務名(Lv3)

市町村通知 手入力
４．２．シーケンス図

業務名(Lv0)

出入国管理業務

業務名(Lv1)

在留カード等発行

業務名(Lv2)

市町村連携 情報連携端末 統合データ管理 既存住基 

市町村通知 
ファイル 

暗号化 

市町村通知ファイル 
手入力 

データチェック 

暗号化 

起動時間監視 

市町村通知ファイル送信 

復号 

履歴更新 

市町村通知ファイル更新 

統合ＤＢ 

市町村通知ファイル削除 
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４．２．１２．市町村通知（エラー情報表示）

業務名(Lv3)

市町村通知 エラー情報表示
４．２．シーケンス図

業務名(Lv0)

出入国管理業務

業務名(Lv1)

在留カード等発行

業務名(Lv2)

市町村連携 情報連携端末 統合データ管理 既存住基 

市町村通知ファイル取込 

文字コード変換 

外部記憶媒体 

市町村通知 
ファイル 

復号 

市町村通知 
ファイル 

暗号化 

データチェック 

エラー 

ＯＫ 

暗号化 

ファイル名変換 

ｴﾗｰ情報

外部記憶媒体 

エラー内容

（ＰＤＦ） 

エラー元
ファイル 

チェック内容 

・カラム数 

・文字種 

・日付 

・在留カード等番号 

・異動事由コードに 
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４．２．１２．市町村通知（エラー情報表示）

業務名(Lv3)

市町村通知 エラー情報表示
４．２．シーケンス図

業務名(Lv0)

出入国管理業務

業務名(Lv1)

在留カード等発行

業務名(Lv2)

市町村連携 情報連携端末 統合データ管理 既存住基 

市町村通知ファイル送信
市町村通知ファイル送信

市町村通知ファイル送信通知

市町村通知 
ファイル 

暗号化 

履歴更新 

起動時間監視 

市町村通知ファイル更新 

統合ＤＢ 

市町村通知ファイル送信 

復号 

市町村通知ファイル削除 
データチェック 

エラー 

市町村通知
エラー情報 

ＯＫ 

ｴﾗｰ確認

エラー情報として法務省通知 

エラー内容

（ＰＤＦ） 

エラー 
データ 

チェック内容 

・在留カード等番号 

・氏名（アルファベット・漢字）， 

 男女コード，出生の年月日，国籍 

 等コードの法務省のＤＢとの突合 

・異動事由コードに対応する必須 
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４．２．１３．法務省通知（特別永住者証明書交付年月日）

法務省通知ファイル取得

法務省通知ファイル抽出
法務省通知ファイル抽出応答

法務省通知ファイル取得応答

取得通知ファイル送信
取得通知ファイル送信

取得通知ファイル送信応答

業務名(Lv2) 業務名(Lv3)

法務省通知
特別永住者証明書

交付年月日
４．２．シーケンス図

業務名(Lv0)

出入国管理業務

業務名(Lv1)

在留カード等発行

市町村連携 情報連携端末 統合データ管理 既存住基 

情報連携端末起動時等 

法務省通知データ抽出 

法務省通知ファイル送信 

履歴更新 

法務省通知 
ファイル 

暗号化 

暗号化 

法務省通知ファイル出力 

復号 

統合ＤＢ 

交付日未入力ＰＤＦ 
ﾌｫﾙﾀﾞ 

ＰＤＦ 

※特別永住者証明書 
 交付年月日入力用 

外部記憶媒体等による 
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４．２．１３．法務省通知（特別永住者証明書交付年月日）

業務名(Lv2) 業務名(Lv3)

法務省通知
特別永住者証明書

交付年月日
４．２．シーケンス図

業務名(Lv0)

出入国管理業務

業務名(Lv1)

在留カード等発行

市町村連携 情報連携端末 統合データ管理 既存住基 

市町村通知ファイル送信
市町村通知ファイル送信

市町村通知ファイル送信通知

履歴更新 

特別永住者証明書 
交付年月日入力（※） 

データチェック 

市町村通知ファイル更新 

統合ＤＢ 

市町村通知ファイル送信 

復号 

市町村通知ファイル削除 

法務省通知 
ファイル 

暗号化 

※特別永住者証明書 
 交付年月日入力用 

暗号化 

起動時間監視 

※ 既存住基システムとオンラ 

 イン連携を行っている市町村 

 は，各市町村の判断により既 

 存住基システム側で特別永住 

 者証明書交付年月日の管理を 

 行う場合，「８．３ 市町村 

 通知のファイルレイアウト」 

 を用いてオンライン連携を行 

 うことができる。 
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４．２．１４．ＩＣチップ書込み

ＣＡ証明書転送
ＣＲＬ（証明書失効リスト）転送

ＣＡ証明書取得
ＣＡ証明書取得応答

ＣＲＬ取得
ＣＲＬ取得応答

書込み権限承認依頼

書込み権限承認結果

業務名(Lv3)
ＩＣカード取扱端末

業務
ＩＣチップ書込み

４．２．シーケンス図
業務名(Lv0)

出入国管理業務

業務名(Lv1)

在留カード等発行

業務名(Lv2)

市町村連携 ＩＣカード取扱端末 統合データ管理 既存住基 

情報連携端末起動時等 

ＩＣチップ認証 

偽変造確認 

書込み権限承認処理 

住居地入力 

ＩＣチップ書込み処理 エラー表示 

ＯＫ 

エラー 

ＩＣチップの内容を 
画面表示 
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５．　アプリケーションバージョンアップ方式
５．１．バージョンアップ対象について

以下に対象機器，対象ソフトについて記述する。

№ 対象ソフト 転送タイミング 方針分類 検討事項その他
1 アプリ更新（情報連携用ソフト） 端末起動時又は任意（手動実行） 5.2.1. ダウンロードタイミング，運用への影響
2 ウィルスパターンファイル 自動実行 5.2.3. 基本的にﾊﾞｰｼﾞｮﾝアップは実施する
3 ＯＳパッチ情報 自動又は手動実行 5.2.3. バージョンアップ時のアプリ動作検証必要
4 アプリ更新（ＩＣカード読み書きソフト） 端末起動時又は任意（手動実行） 5.2.1. ダウンロードタイミング，運用への影響
5 ＰＫＩ失効情報 端末起動時又は任意（手動実行） 5.2.2. ダウンロードタイミング，運用への影響
6 ウィルスパターンファイル 自動実行 5.2.3. 基本的にﾊﾞｰｼﾞｮﾝアップは実施する
7 ＯＳパッチ情報 自動又は手動実行 5.2.3. バージョンアップ時のアプリ動作検証必要

５．２．バージョンアップ方針
５．２．１．アプリ更新（情報連携用ソフト，ＩＣカード読み書きソフト）

・起動時に自動でバージョンアップチェックを行う。
・バージョンアップ時にバージョンアップ確認画面を表示する。
・バージョンアップ時に更新ファイルのバックアップを行う。
※ＩＣカード取扱端末をスタンドアローン運用（ＬＧＷＡＮに接続していない状況）する場合などにおけるバージョンアップの方法については，別途ＣＤ－Ｒの配布等を個別に検討する。

（バージョンアップ時の流れ）
①対象アプリケーションのバージョンチェック

更新対象アプリケーションについて，ファイル比較を実施し，配布チェックを行う。
②バージョンアップされていた場合，バージョンアップするかの選択を実施

バージョンアップ選択画面でバージョンアップ実施可否の選択を行う。
③バージョンが選択された場合，対象プログラムのダウンロードを行う。
④ダウンロード時に更新対象ファイルのバックアップ

更新対象ファイルを別フォルダにコピーする。
⑤バージョンアップを実施

対象ファイルを置き換える。

５．２．２．ＰＫＩ失効情報
・起動時に自動でバージョンアップチェックを行う。
・バージョンアップ時に更新ファイルのバックアップを行う。

（バージョンアップ時の流れ）
①起動時に対象ファイルのバージョンチェック

更新対象ファイルについて，ファイル比較を実施し，配布チェックを行う。
②ダウンロード時に更新対象ファイルのバックアップ

更新対象ファイルを別フォルダにコピーする。
③バージョンアップを実施

対象ファイルを置き換える。

５．２．３．パッチ情報（ウィルスパターン，ＯＳパッチ情報）
・対象パッチ情報のバージョンアップ後の動作検証を実施する。
・対象パッチ情報を市町村連携又はバージョンアップサーバに準備する。
・バージョンアップ時はバージョンアップ連絡をメール等で実施する。

バージョンアップ手順についても連絡を行う。
・アプリケーションソフトの終了
・バージョンアップ実施
・ＯＳ再起動

・各市町村では，自動又は手動実行にてサーバからダウンロードを実施し，バージョンアップを行う。
※ＯＳのサービスパック等，容量が大きい場合については，別途ＣＤ－Ｒの配布等を個別に検討する。

ＩＣカード取
扱端末

５．アプリケーションバージョンアップ方式 サブシステム名市町村連携
システム名 在留カード等発行システム

対象機器
情報連携端末

更新日
作成者 更新者
作成日
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５．３．バージョンアップの流れ

　５．３．１．情報連携端末のバージョンアップ

アプリバージョンアップ時，作業者によりサーバへのバージョンアップファイルをセットアップする。

※電源起動時に自動実行または任意のタイミングで手動実行。

・情報連携端末起動時，アプリケーションのバージョンアップ有無を確認しバージョンアップされている
　場合,バージョンアップアプリケーションを取り込む。
　
・サーバ側バージョン管理ファイルを取得し，クライアント側とバージョンを比較する。

・比較した結果，サーバ側がクライアント側よりバージョンが上がっている場合，
　ダウンロード実行指示画面を表示する。
　「はい」を押下，または，画面表示後，一定時間経過した場合，バージョンアップアプリケーションを
　ダウンロードする。
　「いいえ」を押下時，ダウンロードは行わない。
　（任意タイミングで実行できる仕組みとする。また，次回の電源起動時，同様の判断にて再度ダウン
　　ロード指示画面が表示される。）

※バージョンアップ時にバックアップを実施

在留カード等発行システム

情報連携端末

説明

統合ＤＢ等
市町村連携ｻｰﾊﾞor
市町村連携運用管

理ｻｰﾊﾞ

総合行政
ネットワーク法務省

ＬＧＷＡＮ

市区町村

電源起動時または任意 

要求 

応答 

ｱﾌﾟﾘ ｱﾌﾟﾘ 

情報連携端末 

ｻｰﾊﾞ側ﾊﾞｰｼﾞｮﾝ管理
情報連携端末 

ｻｰﾊﾞ側ﾊﾞｰｼﾞｮﾝ管理

ﾀﾞｳﾝﾛｰﾄﾞ 
しますか? 
はい いいえ 

要求 

応答 

ﾊﾞｰｼﾞｮﾝ比較 
＝ 

ｻｰﾊﾞ＞ｸﾗｲｱﾝﾄ 

ｿﾌﾄﾊﾞｰｼﾞｮﾝｱｯﾌﾟ 

【アプリ更新】 

アプリ終了 

5-2 Copyright © 2010-2012 Panasonic System Solutions Japan Co., Ltd.



在留カード等発行システム

情報連携端末

説明

統合ＤＢ等
市町村連携ｻｰﾊﾞor
市町村連携運用管

理ｻｰﾊﾞ

総合行政
ネットワーク法務省

ＬＧＷＡＮ

市区町村

・サーバ側ｺｰﾄﾞ変換管理ファイルを取得し，クライアント側とバージョンを比較する。
要求 

応答 

ｺｰﾄﾞ変換 

管理ﾌｧｲﾙ 

ｺｰﾄﾞ変換 

アプリ起動 

ﾊﾞｰｼﾞｮﾝ比較 

ｻｰﾊﾞ＞ｸﾗｲｱﾝﾄ 
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